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【 資 料 １ － ４ 】独 立 行 政 法 人 農 業 者 年 金 基 金 平 成 ２ ３ 年 度 業 務 実 績 報 告 書

中 期 目 標 項 目 中 期 計 画 項 目 年 度 計 画 項 目 事 業 報 告 書

第１ 中 期目 標の 期間

基 金 の 中 期 目 標 の 期 間 は 、 平 成 2

0年 ４月 １日 から 平成 25年３ 月 31日

第 ２ 業 務 運 営 の 効 率 化 に 関 す る 事 第 １ 業 務 運 営 の 効 率 化 に 関 す る 目 標 を 第 １ 業 務 運 営 の 効 率 化 に 関 す る 目 標 を 第１ 業 務運 営の 効率 化に 関す る目 標を達 成す るた めと るべ き措 置

項 達成 する ため とる べき 措置 達成 する ため とる べき 措置

１ 運営 経費 の抑 制等 １ 業務 運営 の効 率化 によ る経 費の 抑制 １ 業務 運営 の効 率化 によ る経 費の 抑制 １ 業務 運営 の効 率化 によ る経 費の 抑制等

( 1 ) 一 般 管 理 費 （ 人 件 費 を 除 く ） (1) 一般 管理 費及 び事 業費 の抑 制 (1) 一般 管理 費及 び事 業費 の抑 制 (1)一 般管理 費及 び事 業費 の抑 制。

に つ い て 、 業 務 の 効 率 化 を 進 め 、 一 般 管 理 費 （ 人 件 費 を 除 く ） に つ 一 般 管 理 費 （ 人 件 費 を 除 く ） に つ 一般管 理費 （人 件費 を除 く ） につ いて は、 業務 の効 率化 を進 め、 前年 度比。 。 。

中 期 目 標 の 期 間 中 に 、 平 成 19年 度 い て 、 業 務 の 効 率 化 を 進 め 、 中 期 目 標 て 、 業 務 の 効 率 化 を 進 め 、 前 年 度 比 3.3 3.3％ 削減 する 計画 に対 し、 実績 で 14.3％の 削減 を達 成し た。

比 で 15％抑 制す る。 の 期 間 中 に 、 平 成 19年 度 比 で 15％ 抑 制 ％ 削減 しま す。 な お 、 一 般 管 理 費 の 削 減 率 の 実 績 が 大 き く 上 回 っ た の は 、 入 札 不 調 に よ り 新

す る。 シ ステム の今 年度 中の 開発 期間 が短 くな った こと 等に よる 。

ま た 、 事 業 費 （ 業 務 委 託 費 ） に つ い ま た 、 事 業 費 に つ い て 、 委 託 業 務 の ま た 、 事 業 費 に つ い て は 、 委 託 業 務 の 効 率 化 を 進 め 、 前 年 度 比 1.4％ 以 上 削

て も 、 中 期 目 標 の 期 間 中 に 、 平 成 19年 効 率化 を進 め、 前年 度比 1.4％以 上削 減 減 す る 計 画 に 対 し 、 実 績 で 13.0％ の 削 減 を 達 成 し た 。 な お 、 事 業 費 の 削 減 率 の

度 比で 13％ 以上 抑制 する 。 し ます 。 実 績 が 計 画 を 大 き く 上 回 っ た の は 、 新 規 加 入 の 実 績 が 目 標 値 を 下 回 り （ 22年 度

こ の た め 、 加 入 者 等 に 対 す る サ ー ビ 達 成率 57.5％ 、 新規加 入者 数割 手数 料が 予定 を下 回っ たこ と等 によ る。）

ス の 水 準 の 維 持 に 配 慮 し つ つ 、 コ ス ト

意 識 の 徹 底 、 計 画 的 な 物 資 の 調 達 等 を （単位 ：千 円）

行 う。 22年 度予 算 23年 度予 算 削減 率 23年 度実績 削 減率

一 般管理 費

(人件 費を 除く ) 751,049 711,455 643,953 △ 14.3%△ 5.3％

事 業費 2,132,877 2,068,106 1,854,729 △ 13.0%△ 3.0％

※ 23年 度 予 算 の 削 減 率 に つ い て は 、 運 営 費 交 付 金 の 算 定 ル ー ル 基 づ く 消 費 者 物 価

指 数 （ △ 1.7％ ） を 反 映 し た 額 で あ り 、 こ れ を 除 け ば 、 一 般 管 理 費 （ 人 件 費 を 除

く ） は △ 3.3％ 、 事 業 費は △ 1.4％ で あ る 。

（ 参考 ） （ 単位 ：千 円）

22年 度実 績 23年 度実 績 削減 率

一 般管理 費

(人件 費を 除く ) 556,357 643,953 15.7%

事 業費 1,963,176 1,854,729 △ 5.5%

な お 、 簡 素 で 効 率 的 な 政 府 を 実 (2) 人件 費の 計画 的削 減 (2) 人件 費の 計画 的削 減 (2)人 件費の 計画 的削 減

現 す る た め の 行 政 改 革 の 推 進 に 関 簡 素 で 効 率 的 な 政 府 を 実 現 す る た め 人件 費 退 職手 当及び 福利 厚生 費 法 人 件 費 に つ い て は 17年 度 比 ６ ％ 以 上 削 減 す る 計 画 に 対 し 、 実 績 で 15.6％ の 削（ （

す る 法 律 （ 平 成 18年 法 律 第 47号 ） の 行 政 改 革 の 推 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 定 福利 費及 び法 定外 福利 費） を除 く。 減 （ 退 職 手 当 及 び 福 利 厚 生 費 （ 法 定 福 利 費 及 び 法 定 外 福 利 費 ） を 除 く 。 ま た 、

に 基 づ き 、 平 成 18年 度 以 降 ５ 年 間 18年 法 律 第 47号 ） に 基 づ き 、 平 成 18年 ま た 、 人 事 院 勧 告 を 踏 ま え た 給 与 改 人 事 院 勧 告 を 踏 ま え た 給 与 改 定 部 分 を 除 く ） を 行 っ た 。 な お 、 人 件 費 の 削 減。

に お い て 、 国 家 公 務 員 に 準 じ た 人 度 以 降 ５ 年 間 に お い て 、 人 件 費 （ 退 職 定 部 分 を 除 く ） に つ い て 、 1 7年 度 比 率 の 実 績 が 計 画 を 大 き く 上 回 っ た の は 、 こ れ ま で 、 国 家 公 務 員 を 上 回 る 職 員 の。

件 費 退 職手 当及び 福利 厚生 費 法 手 当 及 び 福 利 厚 生 費 （ 法 定 福 利 費 及 び ６ ％以 上の 削減 を行 いま す。 俸 給引下 げを 行っ てき たこ と等 によ る。（ （

定 福 利 費 及 び 法 定 外 福 利 費 ） を 除 法 定 外 福 利 費 ） を 除 く 。 ま た 、 人 事 院

く 。 ま た 、 人 事 院 勧 告 を 踏 ま え た 勧 告 を 踏 ま え た 給 与 改 定 部 分 を 除 く 。 （単 位： 千円 ）

給 与 改 定 部 分 を 除 く 。 以 下 同 じ ） 以 下 同 じ ） に つ い て ５ ％ 以 上 の 削 減 17年度 実績 23年度 実績 削 減率。 。

の 削 減 の 取 組 を 行 う と と も に 、 国 を 行う。

家 公 務 員 の 給 与 構 造 改 革 を 踏 ま え さ ら に 「 経 済 財 政 運 営 と 構 造 改 革 人件 費 754,840 636,739 △ 15.6、

た 給与 体系 の見 直し を進 める 。 に 関 す る 基 本 方 針 200 6 （ 平 成 18年 ７」

さ ら に 「 経 済 財 政 運 営 と 構 造 月 ７ 日 閣 議 決 定 ） に 基 づ き 、 人 件 費 改、

改 革 に 関 す る 基 本 方 針 2 0 0 6 （ 平 革 の取 組を 平成 23年 度ま で継 続す る。」

成 1 8年 ７ 月 ７ 日 閣 議 決 定 ） に 基 づ

き 、 人 件 費 改 革 の 取 組 を 平 成 23年

度 まで 継続 する 。
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ま た 、 事 業 費 （ 業 務 委 託 費 ） に

つ い て も 、 中 期 目 標 の 期 間 中 に 平

成 19年 度比 で 13％以 上抑 制す る。

(2 ) 給 与 水 準 に つ い て は 、 平 成 18年 (3) 給与 水準 の適 正化 (3) 給与 水準 の適 正化 (3) 給与 水準 の適 正化

度 の 対 国 家 公 務 員 地 域 別 指 数 （ 地 職 員 の 給 与 水 準 の 適 正 化 を 図 る た 給与 水準 の適 正化 の観 点か ら、 平 成 23年度 にお いて は、

域 別 法 人 基 準 年 齢 階 層 ラ ス パ イ レ め 、 国 家 公 務 員 の 給 与 構 造 改 革 を 踏 ま ① 国家 公務 員の 給与 構造 改革 を踏 ① 職 員に つい ては 、管 理職 手当 を平成 24年 １月 から １％ 引下 げた 。

ス 指 数 ） 110.0に つ い て 、 中 期 目 標 え た 役 職 員 給 与 の 見 直 し を 引 き 続 き 進 ま え役 職員 給与 の引 き下 げ（ 新旧 ア 部長 等 （ 92,000円→ 91,100円）

期 間 の 終 了 時 ま で に 10ポ イ ン ト 低 め る こ と に 加 え 、 毎 年 度 の 給 与 改 定 に 俸 給月 額の 差額 は支 給し ない ） イ 審理 役等 （ 84,000円→ 83,200円）。

下 させ る。 お い て 、 国 家 公 務 員 よ り 節 約 し た 率 に ② 国家 公務 員の 給与 改定 を下 回る ウ 課長 等 （ 61,000円→ 60,400円）

ま た 、 給 与 水 準 の 適 正 性 に つ い よ る 給 与 改 定 、 管 理 職 手 当 の 支 給 割 合 給 与改 定等 への 取り 組み によ り、 ② 役 職 員 に つ い て は 、 平 成 24年 ２ 月 に 成 立 し た 国 家 公 務 員 の 給 与 の 改 定 及 び

て 検 証 し 、 そ の 検 証 結 果 や 取 組 状 の 引 下 げ 等 に 取 り 組 み 、 平 成 18年 度 の 平 成 23年度 の対 国家 公務 員地 域別 臨 時 特 例 に 関 す る 法 律 （ 平 成 24年 法 律 第 ２ 号 ） に 基 づ く 、 国 家 公 務 員 の 給 与

況 に つ い て ホ ー ム ペ ー ジ で 公 表 す 対 国 家 公 務 員 地 域 別 指 数 （ 地 域 別 法 人 指 数（ 地域 別法 人基 準年 齢階 層ラ の 見 直 し に 関 連 し て 、 国 と 同様 の 内 容 で 平 成 24年 ３月 に 改 正 を 行 っ た （ 平 成 2

る 。 基 準 年 齢 階 層 ラ ス パ イ レ ス 指 数 ） ス パイ レス 指数 ）の 101.6よ り低 下 4年４月 １日 施行 。）

11 0 . 0に つ い て 、 中 期 目 標 の 期 間 の 終 さ せま す。 等 に取 り組 んだ とこ ろで ある 。

了 時ま でに 10ポ イン ト低 下さ せる 。 ま た 、 人 件 費 の 削 減 及 び 給 与 水 準 の こ れ ら の 取 組 を 進 め た 結 果 、 平 成 23年 度 の 対 国 家 公 務 員 の 地 域 別 法 人 基 準 年

ま た 、 給 与 水 準 の 適 正 性 に つ い て 検 適 正 化 の 取 組 の 進 捗 状 況 等 に つ い て 、 齢 階 層 ラ ス パ イ レ ス 指 数 は 平 成 18年 度 比 10.6ポ イ ン ト 低 下 し 、 99.4と な っ た 。

証 し 、 そ の 検 証 結 果 や 取 組 状 況 に つ い ホ ーム ペー ジで 公表 しま す。 ま た 、 人 件 費 の 削 減 及 び 給 与 水 準 の 適 正 化 の 取 組 み の 進 捗 状 況 等 を 「 役 職 員

て ホー ムペ ージ で公 表す る。 の 報酬 ・給 与等 につ いて 」と して 基金ホ ーム ペー ジで 公表 した 。

な お 、 対 国 家 公 務 員 の 法 人 基 準 年 齢 階 層 ラ ス パ イ レ ス 指 数 で み る と 113.6と 給

与 水準 が高 くな って いる 理由 とし ては、 次の 二点 があ る。

ａ 職 員 の 全 員 が 東 京 特 別 区 の 勤 務 で あ る た め 、 民 間 賃 金 が 高 い 地 域 に 在 職

（ ） 、す る職 員に 支払 われ る手 当 特別 都市 手当 の 支給 を受 けて いる ことか ら

指 数が 高く なっ てい る。

参 考 国家 公務 員 (行 一 28.9％ 平 成 23年国 家公 務員 給与 等実 態調 査より )（ ） ） （

ｂ 農 業 者 の 確 保 と い う 農 政 上 の 政 策 目 的 を 達 成 す る た め 、 ① 農 地 制 度 と 密

接 に 関 連 す る 年 金 給 付 や 被 保 険 者 資 格 等 に 関 す る 審 査 ・ 決 定 、 ② 年 金 資 金

の 運 用 、 ③ 年 金 数 理 に 関 す る 専 門 的 事 務 等 、 高 い 専 門 性 と 判 断 能 力 が 求 め

ら れ る 多 岐 に わ た る 業 務 を 行 っ て い る 。 こ の た め 、 各 業 務 ご と に こ れ ら の

能 力 と 実 績 を 有 す る 責 任 者 を 配 置 す る 必 要 が あ る 一 方 で 、 一 般 職 員 は 必 要

最 小限 の者 に留 めて いる こと から、 管理 職の 割合 が高 くな って いる 。

参 考 国家 公務 員 (行 一 15.4％ 平 成 23年国 家公 務員 給与 等実 態調 査より )（ ） ） （

農業 者年 金基 金 22.2％ （平 成 23年４ 月１ 日現 在）

(3) 随意 契約 の見 直し (4) 随意 契約 の見 直し (4) 随意 契約 の見 直し (4) 随意 契約 の見 直し

契 約 に つ い て は 、 原 則 と し て 一 契 約 に つ い て は 、 原 則 と し て 一 般 競 契 約 に つ い て は 、 原 則 と し て 一 般 競 契 約 に つ い て は 、 会 計 規 程 及 び 会 計 規 程 実 施 細 則 に お い て 、 契 約 方 式 、 契

般 競 争 入 札 等 （ 競 争 入 札 及 び 企 画 争 入 札 等 （ 競 争 入 札 及 び 企 画 競 争 ・ 公 争 入 札 等 （ 競 争 入 札 及 び 企 画 競 争 ・ 公 約 事 務 手 続 、 契 約 の 公 表 、 契 約 審 査 委 員 会 等 に 関 し 、 国 の 基 準 に 準 じ て 規 定

競 争 ・ 公 募 を い い 、 競 争 性 の な い 募 をい い、 競争 性の ない 随意 契約 は含 募 を い い 、 競 争 性 の な い 随 意 契 約 は 含 し 、 契 約 の 適 正 化 を 推 進 し て い る と こ ろ で あ り 、 新 た な 契 約 を 行 う 場 合 は 、

随 意契 約は 含ま ない 以 下同 じ ま ない 以下 同じ によ るも のと し ま な い 。 以 下 同 じ ） に よ る も の と し 、 原則 とし て一 般競 争入 札等 によ るもの とし た。。 。） 。 。） 、 。

に よ る も の と し 、 以 下 の 取 組 に よ 以 下の 取組 によ り随 意契 約の 適正 化を 次 によ りそ の適 正化 を推 進し ます 。 ① 平 成 21年 11月 17日 付 閣 議 決 定 「 独 立 行 政 法 人 の 契 約 状 況 の 点 検 ・ 見 直

」 、 「 」り 、 随 意 契 約 の 適 正 化 を 推 進 す る 推 進す るも のと する 。 ① 一 般競 争入 札等 によ り契 約を 行う しに つい て を受け て 平成 22年 ５月 に新 たな 随 意契 約等 見直 し計 画

も のと する 。 場合 であ って も、 特に 企画 競争 や公 を 策 定 し た 「 随 意 契 約 見 直 し 計 画 」 に つ い て は 、 着 実 に 実 施 し 、 真 に。

① 基 金 が 策 定 す る 「 随 意 契 約 見 ① 基 金 が 策 定 す る 「 随 意 契 約 見 直 し 募を 行う 場合 には 、競 争性 、透 明性 や む を 得 な い 場 合 を 除 き 一 般 競 争 入 札 等 に す べ て 移 行 し て お り 、 計 画 ど

直 し 計 画 」 に 基 づ く 取 組 を 着 実 計 画 」 に 基 づ く 取 組 を 着 実 に 実 施 す が十 分確 保さ れる 方法 によ り実 施し おり の内 容と なっ てい る。

に 実 施 す る と と も に 、 そ の 取 組 る と と も に 、 そ の 取 組 状 況 を ホ ー ム ます 。 平 成 23年 度 契 約 に 当 た っ て は 契 約 の 適 切 性 に つ い て 契 約 審 査 委 員 会 の

状 況 を ホ ー ム ペ ー ジ で 公 表 し 、 ペ ー ジ で 公 表 し 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ を 審 査 を 受 け 、 ま た 平 成 23年 度 に 「 １ 者 応 札 ・ １ 者 応 募 」 と な っ て い る、

。フォ ロー アッ プを 実施 する 。 実施 する 。 契約 につ いて 契約 監視 委員 会によ る点 検を 受け たが 指摘 事項 はな かっ た

② 一 般 競 争 入 札 等 に よ り 契 約 を ② 一 般 競 争 入 札 等 に よ り 契 約 を 行 う

行 う 場 合 で あ っ て も 、 特 に 企 画 場 合 で あ っ て も 、 特 に 企 画 競 争 や 公 平 成 22年 5月 に 策 定 し た 「 随 意 契 約 等 見 直 し 計 画 」 で は 「 随 意 契 約 に、

競 争 や 公 募 を 行 う 場 合 に は 、 競 募 を 行 う 場 合 に は 、 競 争 性 、 透 明 性 よ る こ と が 真 に や む を 得 な い も の を 除 き 、 競 争 性 の な い 随 意 契 約 か ら 競

争 性 、 透 明 性 が 十 分 確 保 さ れ る が十 分確 保さ れる 方法 によ り実 施す 争 性 の あ る 契 約 へ 速 や か に 移 行 す る 」 こ と と し て お り 、 適 切 に 取 り 組 ん

方法 によ り実 施す る。 でき た。

そ の 結 果 「 随 意 契 約 等 見 直 し 計 画 」 の 達 成 状 況 （ 随 意 契 約 の 割 合 ）、

は 、 件 数 ベ ー ス で は 35.5％ （ 計 画 値 35.5％ ） と 達 成 し て お り 、 金 額 ベ ー

スで も 48.8％（ 計画 値 48.8％ ）と 、平 成 22年度 末に 達成済 であ る。

な お 、 平 成 23年 度 に お け る 随 意 契 約 に つ い て 、 当 該 見 直 し 計 画 で 掲 げ

た 目 標 の 件 数 １ １ 件 は ８ 件 に 、 目 標 の 金 額 287,12 0千 円 は 244,044千 円 で

あっ た。

こ の 「 随 意 契 約 等 見 直 し 計 画 」 の 取 組 状 況 に つ い て は 、 ホ ー ム ペ ー ジ

にお いて 公表 して いる 。
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③ 平 成 20年 ２ 月 に 設 置 し た 契 約 審 査 ② 平成 20年 ２月 に設 置し た契 約審 査委 ② 契 約審 査委 員会

委 員 会 に お い て 、 契 約 の 適 切 性 を 審 員 会に おい て、 契約 の適 切性 を審 査し 契 約 審 査 委 員 会 を １ ９ 回 開 催 し 、 特 定 調 達 契 約 に 関 す る こ と 、 随 意 契

査す る。 ま す。 約 に 関 す る こ と 等 に つ い て ２ ４ 案 件 延 べ ３ ４ 回 の 審 議 を 行 い 、 契 約 の 適

切性 を十 分に 審査 した 。

ま た 、 監 事 及 び 会 計 監 査 人 に よ ま た、 監事 及び 会計 監査 人に よる また 、監 事及 び会 計監 査人 によ る監 ③ 監 事監 査

る 監 査 に お い て 、 入 札 ・ 契 約 の 適 監査 にお いて 、入 札・ 契約 の適 正な 査 にお いて 、入 札・ 契約 の適 正な 実施 監 事 監 査 に お い て 、 独 立 行 政 法 人 の 契 約 状 況 の 点 検 ・ 見 直 し に つ い て

正 な 実 施 に つ い て チ ェ ッ ク を 受 け 実 施 に つ い て チ ェ ッ ク を 受 け る も の に つい てチ ェッ クを 受け ます 。 （ 平 成 21年 11月 17日 閣 議 決 定 ） を 踏 ま え 「 随 意 契 約 等 見 直 し 計 画 （ 平、 」

る もの とす る。 とす る。 成 22年 5月 独 立 行 政 法 人 農 業 者 年 金 基 金 ） の 達 成 状 況 、 独 立 行 政 法 人 農 業

者 年 金 基 金 契 約 監 視 委 員 会 で の 審 議 内 容 、 平 成 20年 度 契 約 の フ ォ ロ ー ア

ッ プ の 状 況 等 に つ い て 十 分 な チ ェ ッ ク が 行 わ れ 、 真 に や む を 得 な い 随 意

契 約 以 外 は い ず れ も 競 争 性 の あ る 契 約 と な っ て い る 等 適 正 に 実 施 さ れ て

いる と認 めら れた 。

④ 会 計監 査人 監査

会 計 監 査 人 に よ る 監 査 に お い て 、 入 札 ・ 契 約 の 適 正 な 実 施 に つ い て チ

ェッ クを 受け た。

③ 平成 22年 １月 に設 置し た外 部の 有識 ⑤ 契 約監 視委 員会

者 等で 構成 され た契 約監 視委 員会 にお 平 成 24年 3月 23日 に 第 ３ 回 契 約 監 視 委 員 会 を 開 催 し 、 外 部 委 員 よ り 平 成

い て、 随意 契約 事由 の妥 当性 等の 審査 20年 契 約 の フ ォ ロ ー ア ッ プ 及 び 新 規 契 約 の 点 検 等 を 受 け た が 、 指 摘 事 項

を しま す。 はな かっ た。

ま た、 点検 結果 をホ ーム ページ で公 表し た。

２ 業務 運営 の効 率化 ２ 業務 運営 の効 率化 ２ 業 務運 営の 効率 化 ２ 業務 運営 の効 率化

事 務 書 類 の 簡 素 化 、 電 子 情 報 提 (1) 申出 書等 の見 直し

供 シス テム の利 用の 促進 等に より 適 正 か つ 効 率 的 ・ 効 果 的 な 審 査 を 確、

業 務運 営を 迅速 化・ 効率 化す る。 保 し つ つ 、 関 係 者 の 負 担 を 軽 減 す る た

め 、 申 出 書 等 の 簡 素 化 等 必 要 に 応 じ て

見 直し を行 う。

(2) 電子 情報 提供 シス テム の利 用促 進等 業務 運営 及び 電算 シス テム の改 善・ 整備 (2) 電算 シス テム の改 善・ 整備

加 入 者 、 受 給 者 等 へ の サ ー ビ ス の 向 ① 業務 受託 機関 にお ける 事務 処理 の効 ① 基 金 主 催 の 会 議 の 場 や 受 託 機 関 が 開 催 し た 農 業 者 年 金 業 務 担 当 者 等 の 研 修

上 と 業 務 受 託 機 関 に お け る 業 務 の 効 率 率 化を 図る ため 、電 子情 報提 供シ ステ 会 へ 、 基 金 職 員 を 派 遣 し て 電 子 情 報 提 供 シ ス テ ム の 利 用 方 法 等 の 説 明 会 を 実

的 な 実 施 の た め 、 業 務 受 託 機 関 の 事 務 ム の利 用の 促進 を行 い、 アク セス 件数 施 し た 。 な お 、 研 修 会 等 に お い て 情 報 機 器 を 利 用 で き る 会 場 で は 、 パ ソ コ ン

処 理 の 電 子 化 へ の 対 応 状 況 、 情 報 の 安 が 前年 度を 上回 るよ うに しま す。 を 使 用 し た 操 作 ・ 機 能 習 得 研 修 を 実 施 し 、 未 利 用 受 託 機 関 の 担 当 者 の 理 解 と

全 性 の 確 保 等 に 留 意 し つ つ 、 業 務 受 託 利用 促進 に努 めた 。

機 関 に お い て 、 被 保 険 者 情 報 や 申 出 書 ア ク セ ス 件 数 は 、 平 成 23年 度 791千 件 と な り 平 成 22年 度 628千 件 に 対 し 25.9

等 の 処 理 状 況 の 把 握 等 が で き る 電 子 情 ％増 加し 前年 度を 上回 った 。

報 提 供 シ ス テ ム の 利 用 の 促 進 （ ア ク セ

ス 件 数 の 増 加 、 内 容 の 充 実 に よ り 事）

務 処理 の迅 速化 ・効 率化 を図 る。

② 事務 処理 の迅 速化 、効 率化 、受 給権 ② 電 算 シ ス テ ム の 改 善 ・ 整 備 の 検 討 及 び 開 発 に つ い て は 、 今 年 度 は 被 保 険 者

者 等へ のサ ービ スの 向上 を推 進す るた 等 の サ ー ビ ス の 向 上 、 事 務 処 理 の 迅 速 化 、 効 率 化 を 一 層 推 進 す る た め 、 現 行

め 、業 務運 営及 び電 算シ ステ ムの 改善 業 務 処 理 方 式 の 改 善 及 び そ の 結 果 を 踏 ま え た 電 算 シ ス テ ム の 機 能 改 善 に 向 け

・ 整備 の検 討を 行い 、開 発に 着手 しま た 検 討 を 行 い 、 新 し い 事 務 処 理 方 法 及 び シ ス テ ム の 構 築 に 係 る 改 善 方 針 を 定

す 。 めた。

また 、こ の改 善方 針に 基づ き年 度内 にシ ステ ムの 開発 に着手 した 。

(3) 実務 者用 マニ ュア ルの 見直 し (3) 実務 者用 マニ ュア ルの 見直 し

申 出 書 等 の 点 検 ・ 確 認 等 の 委 託 業 務 【そ の他 特記 事項 】

が 適 切 か つ 効 率 的 ・ 効 果 的 に 行 わ れ る ・ 業 務 委 託 に 係 る 事 務 処 理 の 不 適 切 に よ る 事 故 防 止 の た め の 「 通 知 書 等 の 発 送

よ う 、 業 務 受 託 機 関 （ 農 業 委 員 会 及 び に係 る業 務委 託マ ニュ アル （平 成 24年 4月 2日付 け） を作 成し た。」

Ｊ Ａ ） 向 け の 実 務 者 用 マ ニ ュ ア ル に つ

い て必 要に 応じ て見 直し を行 う
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３ 組織 運営 の合 理化 ３ 組織 運営 の合 理化 ３ 組織 運営 の合 理化 等 ３ 組織 運営 の合 理化

(1 ) 中 期 計 画 に お い て 、 農 業 者 年 金 (1) 常勤 職員 の計 画的 削減 (1) 常勤 職員 の計 画的 削減 (1) 常勤 職員 の計 画的 削減

制 度 に 係 る 事 務 量 の 推 移 の 的 確 な 常 勤 職 員 数 に つ い て は 、 組 織 の 見 直 常勤 職員 数（ 期初 77人 ）に つい て、 常勤 職員 数に つい ては 、１ 人削 減し、 76人 とし た。

見 通 し に よ る 業 務 の 執 行 方 法 等 の し 及 び 高 年 齢 者 等 の 雇 用 の 安 定 等 に 関 １ 人削 減し 76人 とし ます 。 ま た 、 基 金 で 培 っ た 知 識 ・ 経 験 を 業 務 運 営 に 活 か す た め 、 定 年 退 職 者 を 非 常

見 直 し を 行 う と と も に 、 常 勤 職 員 す る 法 律 （ 昭 和 46年 法 律 第 68号 ） 第 ９ また 、業 務執 行方 法の 見直 しの 一環 勤 職員 とし て１ 人（ 計画 ：１ 人） 継続雇 用と した 。

の 適 正 な 配 置 等 組 織 運 営 の 合 理 化 条 第 １ 項 第 ２ 号 の 継 続 雇 用 制 度 （ 以 下 と して 、高 齢者 継続 雇用 制度 を活 用し

に 関 す る 具 体 的 な 事 項 を 定 め 、 中 単 に 「 継 続 雇 用 制 度 」 と い う ） の 活 ま す。。

期 目 標 の 期 間 中 に 常 勤 職 員 数 を 極 用 等 の 業 務 の 執 行 方 法 の 見 直 し 等 に 取

力 縮減 する 。 り 組 み 、 中 期 目 標 期 初 の 82人 を 、 中 期

目 標 の 期 間 の 終 了 時 ま で に 75人 と す

る 。 さ ら に 、 見 直 し に 取 り 組 み 、 常 勤

職 員数 を極 力縮 減す るよ う努 める 。

(2 ) 北 海 道 連 絡 事 務 所 及 び 九 州 連 絡 (2) 組織 の合 理化

事 務 所 に つ い て 平 成 22年 度 ま で に 組 織 の 見 直 し に つ い て は 、 業 務 受 託

廃 止す る。 機 関 の 受 託 業 務 に 支 障 が 生 じ な い よ う

十 分 に 配 慮 し つ つ 、 北 海 道 連 絡 事 務 所

に つ い て は 平 成 22年 度 末 ま で に 、 九 州

連 絡 事 務 所 に つ い て は 平 成 20年 度 末 ま

で に、 それ ぞれ 廃止 する 。

(3 ) 役 職 員 の 法 令 遵 守 、 業 務 の 適 正 (3) コン プラ イア ンス の推 進 (2) 内部 統制 の推 進・ 強化 (2) 内部 統制 の推 進・ 強化 、コ ンプ ライア ンス の推 進

な 執 行 等 の 徹 底 を 図 る た め 、 外 部 役 職 員 の 法 令 遵 守 、 業 務 の 適 正 な 執 独立 行政 法人 農業 者年 金基 金の 目的 内部 統制 の推 進・ 強化 に向 け、 以下の 取組 を行 った 。

、「（ ） 」 、有 識 者 を 含 む コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 行 等 の 徹 底 を 図 る た め 、 外 部 有 識 者 を 達 成に 重要 な加 入推 進、 業務 運営 の効 ・ 理事 長が 独 農 業者 年金 基金 の仕 事の取 組方 針 を 役職 員に 配布 し

員 会 を 平 成 20年 度 初 頭 に 設 置 し 、 含 む コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 を 平 成 20 率 化・ 加入 者及 び受 給者 に対 する サー 独 立 行 政 法 人 農 業 者 年 金 基 金 の ミ ッ シ ョ ン を 達 成 す る よ う 使 命 感 を 持 ち 、

、 、内 部 統 制 機 能 を 強 化 す る 。 ま た 、 年 度 初 頭 に 設 置 し 、 内 部 統 制 機 能 を 強 ビ スの 向上 等に 関す る理 事長 の指 示の 加 入者 ・受 給者 一人 ひと りの 信頼・ 期待 を裏 切ら ない よう 気配 り 心配 り

講 じ た 措 置 に つ い て は 積 極 的 に 公 化 す る 。 ま た 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス の 推 徹 底、 これ らの 取組 状況 をモ ニタ リン サ ー ビ ス 精 神 を 忘 れ ず 、 仕 事 の ミ ス や ト ラ ブ ル は 、 自 分 で 抱 え 込 ま ず 速 や

表 する 。 進 、 違 反 行 為 の 防 止 策 等 に 関 す る 事 項 グ する ため 、理 事長 、理 事、 監事 及び か に 上 司 、 役 員 に 報 告 ・ 連 絡 ・ 相 談 し 、 法 令 を 遵 守 し 高 い 倫 理 観 を 持 ち 、

の 審 議 を 四 半 期 ご と に 行 い 、 講 じ た 措 管 理職 職員 等で 構成 する 「役 員部 課長 農 業 委 員 会 系 統 組 織 、 農 協 系 統 組 織 と も 連 携 し な が ら 仕 事 に 取 り 組 み 、 す

置 につ いて 公表 する 。 会 」を 毎月 １回 開催 する とと もに 、理 べ て の 加 入 資 格 者 に 加 入 し て も ら う よ う 加 入 推 進 に 取 り 組 む こ と 等 を 指 示

事 長及 び理 事と 監事 の意 見交 換会 、コ し 、 毎 月 、 監 事 、 理 事 及 び 幹 部 職 員 に よ り 開 催 す る 「 役 員 部 課 長 会 」 及 び

ン プラ イア ンス 委員 会の 開催 、内 部監 年 ３ 回 実 施 す る 中 長 期 の 課 題 及 び 年 間 ス ケ ジ ュ ー ル に つ い て 部 室 単 位 で の

査 等を 実施 しま す。 理 事 長 ヒ ア リ ン グ に お い て 、 こ れ ら の 徹 底 を 図 る と と も に 、 そ の 取 組 状 況

を モニ タリ ング した 。

、 （ ）・ 理事 長及 び理 事と 監事 の意 見交換 会 コ ンプ ライア ンス 委員 会 年４ 回

を 開 催 す る と と も に 、 リ ス ク の 高 い 分 野 に 優 先 的 に 対 応 す る 手 法 を 導 入 し

て 内部 監査 等を 実施 した 。

・ 監 事 監 査 に お い て 、 上 記 の 基 金 の 目 的 達 成 、 内 部 統 制 の 推 進 に お け る 理

事 長 の リ ー ダ ー シ ッ プ の 発 揮 、 独 立 行 政 法 人 の 事 務 ・ 事 業 の 見 直 し の 基 本

方 針 、 独 立 行 政 法 人 農 業 者 年 金 基 金 中 期 計 画 に 基 づ く 平 成 23年 度 計 画 の 達

成 状 況 等 に つ い て 監 査 を 受 け た 。 ま た 、 当 該 監 事 監 査 で は 会 計 監 査 人 の 監

査 の 実 施 過 程 に お い て 、 2月 以 降 10回 程 度 、 そ の 監 査 計 画 に 基 づ い た 保 険 料

・ 給 付 ・ 入 出 金 等 各 業 務 プ ロ セ ス に お け る 統 制 テ ス ト 等 内 部 統 制 を 含 め た

監 査 の 方 法 及 び 結 果 に つ い て 把 握 を 行 っ た 。 監 事 監 査 の 結 果 に つ い て は 、

平 成 24年 6月 28日 付 け 「 平 成 23年 度 監 事 監 査 報 告 書 」 に よ り 監 事 名 で 理 事 長

あ てに 報告 され た。

・ 23年 度 に お い て 、 振 込 ・ 支 払 通 知 書 の 出 力 誤 り 及 び 定 期 支 払 の 遅 延 の 事

案 が 生 じ た こ と か ら 、 出 力 誤 り に つ い て は 速 や か な 正 し い 通 知 書 の 発 送 、

再 発 防 止 プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム の 設 置 、 再 発 防 止 策 と し て 業 務 手 法 の 改 善 、

チ ェ ッ ク 体 制 の 強 化 、 マ ニ ュ ア ル の 整 備 等 を 実 施 し 、 定 期 支 払 の 遅 延 に つ

い て は 当 月 中 の 臨 時 支 払 、 再 発 防 止 策 と し て 現 況 届 の 督 促 な ど フ ォ ロ ー ア

ッ プの 強化 等を 実施 する こと などの 措置 を講 じた 。

(3) コン プラ イア ンス の推 進 (3） 役 職 員 全 員 を 対 象 と し た コ ン プ ラ イ ア ン ス 研 修 を ９ 月 、 １ １ 月 、 の ２ 回

業務 の適 正な 執行 等の 徹底 を図 るた （ 公 文 書 等 の 管 理 に 関 す る 法 律 に つ い て （ 公 文 書 管 理 制 度 の 概 要 」 及 び「 ）

め 、平 成 20年４ 月に 設置 した コン プラ 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 倫 理 研 修 ） 実 施 し 、 役 職 員 に 対 し 倫 理 規 程 遵 守 の 高 揚」

イ アン ス委 員会 を中 心に コン プラ イア を図 ると とも に、 役職 員の コン プライ アン スに 対す る意 識の 向上 を図 った 。

ン スの 推進 に向 けた 取り 組み を行 いま ま た 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 を ６ 月 、 ７ 月 、 12月 、 ３ 月 の ４ 回 開 催 し 、

す 。 コン プラ イア ンス 推進 の取 組状 況につ いて ホー ムペ ージ で公 表し た。
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その ため 、少 なく とも 四半 期に １回

コ ンプ ライ アン ス委 員会 を開 催し 、違

反 行為 の防 止策 の審 議等 を行 うと とも

に 、講 じた 措置 につ いて はホ ーム ペー

ジ で公 表し ます 。

(4) 内部 監査 の充 実 (4） 内部 監査 の充 実

業務 の適 正・ 効率 化を 図る ため 、内 ・ 内 部 監 査 に つ い て は 「 独 立 行 政 法 人 農 業 者 年 金 基 金 内 部 監 査 規 程 （ 平 成、 」

部 監査 規程 に基 づき 、監 事と 連携 しつ 22年 9月 2日付 独農 年総 第 52号） に基づ き内 部監 査年 度計 画を 作成 し、 その 計

つ 、内 部監 査年 度計 画に 従い 基金 の各 画に 従い 、内 部監 査を 実施 した 。

業 務に つい て内 部監 査を 適切 に実 施し ・ 内 部 監 査 結 果 を 「 平 成 23年 度 内 部 監 査 報 告 書 」 に 取 り ま と め て 、 理 事 長 へ

ま す。 報 告 し 、 こ れ を 受 け て 理 事 長 が 所 要 の 改 善 に つ い て 指 示 を 行 っ た 。 ま た 、 職

員を 対象 とし た説 明会 を平 成 24年 4月に 開催 し、 内容 の周 知を図 った 。

(4 ) 能 力 ・ 実 績 主 義 の 活 用 に よ り 、 (4) 能力 ・実 績主 義の 活用 (5) 能力 ・実 績主 義の 活用 (5) 能力 ・実 績主 義の 活用

役 員 の 報 酬 及 び 職 員 の 給 与 等 に そ 常 勤 役 員 の 期 末 特 別 手 当 の 額 に つ い 常勤 役員 の期 末特 別手 当の 額に つい 常 勤 役 員 に つ い て 、 理 事 長 が 職 務 実 績 を 評 価 し 、 結 果 と し て 期 末 特 別 手 当 の

の 業 績 及 び 勤 務 成 績 を 一 層 反 映 さ て は そ の者 の職 務実 績を 反映 させ る て は、 その 者の 職務 実績 を反 映さ せ決 額 を増 減す るこ とな く決 定し た。、 。

せ る。 また 、職 員の 昇給 区分 の決 定（ ５段 定 しま す。 ま た 、 職 員 の 昇 給 に つ い て は 、 勤 務 成 績 に 応 じ て 昇 給 区 分 （ ５ 段 階 ） を 決 定

階 ） 及 び 勤 勉 手 当 （ 賞 与 ） の 額 に つ い また 、職 員の 昇給 区分 の決 定（ ５段 の う え 実 施 し た 。 勤 勉 手 当 の 成 績 率 の 決 定 に つ い て は 、 基 準 日 以 前 ６ 箇 月 以 内

て は そ の者 の勤 務成 績を 反映 させ る 階 ）及 び勤 勉手 当（ 賞与 ）の 額に つい の 期間 にお ける 勤務 成績 に応 じて 支給し た。、 。

て は、 その 者の 勤務 成績 を反 映さ せ決

定 しま す。

４ 委託 業務 の効 率的 ・効 果的 実施 ４ 委託 業務 の効 率的 ・効 果的 実施 ４ 委託 業務 の効 率的 ・効 果的 実施 ４ 委託 業務 の効 率的 ・効 果的 実施

委 託 業 務 が 効 率 的 ・ 効 果 的 に 実 (1) 委 託 業 務 が 効 率 的 ・ 効 果 的 に 実 施 さ 委託 業務 が効 率的 ・効 果的 に実 施さ 委 託 業 務 が 効 率 的 ・ 効 果 的 に 実 施 さ れ 、 そ の 実 施 状 況 を 的 確 に 把 握 す る た め

施 さ れ る よ う 、 そ の 実 施 状 況 を 業 れ る よ う 、 業 務 受 託 機 関 か ら の 事 業 実 れ るよ う、 その 実施 状況 を的 確に 把握 平 成 20年 度 か ら 農 業 者 年 金 業 務 委 託 手 数 料 （ 農 業 者 年 金 業 務 ） 交 付 要 綱 を 一 部

務 受 託 機 関 か ら の 事 業 実 績 報 告 書 績 報 告 書 等 の 提 出 を 働 き か け 確 実 に 入 し ます 。 改 正し 、業 務受 託機 関に 対し 事業 実績報 告書 の提 出を 義務 付け た。

等 を 確 実 に 入 手 す る こ と に よ り 的 手 す る こ と に よ り 、 そ の 実 施 状 況 を 的 また 、都 道府 県段 階の 業務 委託 費の 平 成 22年 度 に 業 務 委 託 手 数 料 を 支 出 し た 全 て の 農 業 委 員 会 及 び 農 業 協 同 組 合

確 に 把 握 す る と と も に 、 実 施 状 況 確 に把 握し 効 果の 検証 を行 う また 配 分に つい て、 現地 指導 等の 実績 及び か ら 事 業 実 績 報 告 書 を 提 出 さ せ 、 23年 度 に お い て 、 以 下 の よ う に 実 施 状 況 の 把、 。 、

・ 効 果 の 検 証 を 行 い 、 事 業 費 （ 業 市 町 村 段 階 の 業 務 委 託 費 の 定 額 割 部 分 新 規加 入の 目標 達成 の成 果を 反映 させ 握 及び 効果 の検 証を 行っ た。

務 委託 費） を計 画的 に削 減す る。 に つ い て 、 業 務 受 託 機 関 ご と の 業 務 量 る とと もに 定額 制を 廃止 しま す。 平 成 23年 度 分 に つ い て は 、 平 成 24年 ３ 月 14日 付 け で 事 業 実 績 報 告 書 の 提 出 を

そ の た め 、 業 務 委 託 費 の 配 分 に を 反 映 し た 配 分 と な る よ う 見 直 す こ と さら に、 委託 業務 の効 率化 を進 め、 勧 奨 す る た め の 通 知 文 を 各 都 道 府 県 の 農 業 会 議 及 び 農 協 中 央 会 に 対 し て 発 出 し

つ い て 、 平 成 20年 度 か ら 、 定 額 割 等 に よ り 、 業 務 委 託 費 に つ い て 、 業 務 業 務委 託費 につ いて 、前 年度 比 1.4％ 以 た 。

の 見 直 し 、 加 入 に イ ン セ ン テ ィ ブ 実 態 等 を 踏 ま え た 適 正 な 額 と し 、 そ の 上 削減 しま す。 ※ 再 掲 委 託 費 に つ い て は 、 委 託 業 務 の 効 率 化 を 進 め 、 前 年 度 比 1.4％ 以 上 削 減

を 与 え る 配 分 を 行 う こ と 等 、 そ の 計 画的 な削 減に 取り 組む 。 する計 画に 対し 、実 績で 13.0％の 削減 を達 成し た。

配分 基準 を見 直す 。 な お 、 委 託 業 務 の 効 率 的 実 施 の 観 点 また 、都 道府 県段 階の 委託 事業 につ いて 整理 ・統 合を 行った 。

か ら 基 金の 行う 特別 相談 活動 事業 は （業 務委 託費 の削 減） （単位 ：千 円）、 、

平 成 19年度 をも って 廃止 する 。 削減 率 削 減率22年度予算額 23年度予算額 23年度 実績額

2,132,877 2,068,106 △ 3.0％ 1,854,729 △ 13.0%事 業費

① 農 業 委 員 会 （ 市 町 村 、 農 業 協 同 組 合 へ の 業 務 委 託 費 の支 出 （ 平 成 22年 度 ））

平 成 22年 度 に お い て は 、 農 業 委 員 会 に 対 し 845百 万 円 （ １ 農 委 当 た り 約 51万

円 、 農 業 協 同 組 合 に 対 し 654百 万 円 （ １ 農 協 当 た り 約 93万 円 ） の 業 務 委 託 費）

が支 出さ れ、 委託 業務 が実 施さ れた。

(単 位： 千円 )

受託 機関 数 支出 額計 １ 機関 当た り

１ ,６ ７５ ８４ ５ ,０４ ８ ５ ０５農 業委員 会

７ ０５ ６５ ４ ,３４ ９ ９ ２８農 業協同 組合

② 委 託業 務の 実施 状況 の的 確な 把握と 効果 の検 証

ア 新 規加 入者 を確 保す る加 入推 進活動 の強 化

農 業 委 員 会 及 び 農 業 協 同 組 合 は 、 １ 機 関 当 た り 、 そ れ ぞ れ 、 加 入 推 進 対 策

会 議 及 び 研 修 会 を 1.6回 、 2.3回 、 加 入 対 象 者 へ の 説 明 会 を 年 間 0.8回 、 1.3回
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開 催 し 、 年 間 11.3人 、 16.4人 が 戸 別 訪 問 を 行 い 、 年 間 延 べ 64.6人 、 71.5人 の

加 入 対 象 者 に 働 き か け た 。 こ の 結 果 、 3,452人 の 新 規 加 入 者 を 確 保 し た が 、 戸

別訪 問等 の活 動の 一層 の強 化を 図る必 要が ある 。

平 成 22年度 の制 度普 及・ 加入 推進 農 業委 員会 農業協 同組 合

活 動 計 １機 関 計 １機 関

2,801回 1.6 1,690回 2.3a 加入 推進 対策 会議 及び 研修 会の 開催

1,418回 0.8 929回 1.3b 加入 対象 者へ の説 明会 の開 催

19,435人 11.3 12,152人 16.4c 戸別 訪問 を行 った 加入 推進 者の 人数

110,723人 64.6 52,993人 71.5d 加入 を働 き かけ た加 入対 象者 延 べ人 数

イ 保 険料 の確 実な 収納 、将 来の 年金受 給の 確保

農 業 協 同 組 合 は 、 被 保 険 者 （ 平 成 22年 度 末 54,041人 ） に 対 し 、 口 座 の 残 高

不 足 等 を 原 因 と す る 保 険 料 の 未 納 が 生 じ な い よ う 働 き か け 、 平 成 22年 に お け

る 保 険 料 収 納 率 は 97,3（ 注 ） と な っ た 。 引 き 続 き 高 水 準 の 収 納 率 を 維 持 し 将

来の 年金 受給 を確 保し てい く必 要があ る。

平成 22年 要収 納月 数 666,113月 (Ａ ) Ｂ ／Ａ ＝ 97.3％

平成 22年 納付 済月 数 647,939月 (Ｂ )

注： 12月末 に翌 年分 の保 険料 を前 納す る被 保険 者が いる こと から暦 年で 管理

ウ 各 種届 出書 の迅 速な 処理 、加 入者・ 受給 者の サー ビス の確 保

農 業 委 員 会 及 び 農 業 協 同 組 合 は 、 標 準 処 理 期 間 を 定 め て い る 加 入 届 、 年 金

裁 定 請 求 書等 の 各 種 届 書 に つ い て 、 平 成 23年 ８ 月 の 2,064件 、 24年２ 月 の 2,96

、 、 （ ） 。4件につ いて は そ れぞ れ 98.3％ 98.5％ を標 準処 理期 間内 注 に処 理し た

引 き 続 き 各 種 届 出 書 を 迅 速 に 処 理 し 、 加 入 ・ 受 給 者 に 対 す る サ ー ビ ス を 確 保

して いく 必要 があ る。

注： 標準 処理 期間 ＝① 加入 申込 書等 60日、 ②年 金裁 定請 求書 90日

エ 年 金の 受給 漏れ 防止 、速 やか な年金 の受 給開 始

待 期 者 が 65歳 の 誕 生 日 を 迎 え る ３ カ 月 前 に 、 毎 月 裁 定 請 求 の 勧 奨 を 文 書 で

行 う と と も に 、 農 業 委 員 会 及 び 農 業 協 同 組 合 が 勧 奨対 象 者 に 働 き か け 、 平 成

23年 度 の ４ 月 か ら 11月 分 の 裁 定 請 求 書 提 出 の 働 き か け 対 象 者 2,418人 （ 新 制 度

分 ） の う ち 91.8％ （ 2,219人 ） が 遅 滞 な く 年 金 の 裁 定 を 受 け た 。 引 き 続 き 年 金

の受 給漏 れを 防止 し、 速や かな 年金の 受給 開始 を確 保し てい く必 要が ある 。

オ 現 況届 の確 実な 提出 、適 正な 年金の 支給 の確 保

農 業 委 員 会 は 、 年 金 受 給 権 者 520千 人 （ 平 成 22年 度 末 。 東 日 本 大 震 災 の 被 災

地 14千 人 分 （ 38農 委 ） を 除 く （ １ 農 委 当 た り 313人 ） に 対 し 、 現 況 届 の 提 出）

の 働 き か け ・ 督 促 を 行 っ た 。 引 き 続 き 現 況 届 の 確 実 な 提 出 に よ り 受 給 権 者 の

生 存 や 農 業 経 営 再 開 の 有 無 を 確 認 し 、 適 正 な 年 金 の 支 給 を 確 保 し て い く 必 要

があ る。

注 ： 経 営 移 譲 年 金 の 裁 定 後 に 農 業 経 営 の 再 開 が 確 認 さ れ る と 当 該 年 金 は 支 給

停止 。

(2) 制 度 普 及 活 動 に 関 し て は 、 経 済 性 ・

有 効 性 を 高 め る 観 点 か ら 、 効 果 の 高 い

活 動 事 例 を 活 用 し た 制 度 普 及 活 動 の 推

進 、 認 定 農 業 者 や 家 族 経 営 協 定 締 結 者

な ど に 重 点 的 に 加 入 を 勧 め る こ と を 明

確 化 し た 加 入 推 進 取 組 方 針 （ 戦 略 プ ラ

ン ） を 策 定 す る な ど に よ り 重 点 化 し 、

メ リ ハ リ の 効 い た 業 務 委 託 費 の 配 分 等

効 率 的 ・ 効 果 的 な 制 度 普 及 活 動 に 取 り

組 む。

ま た 、 加 入 推 進 に イ ン セ ン テ ィ ブ を

与 える 配分 とな るよ う見 直す 。

５ 業務 運営 能力 の向 上等 ５ 業務 運営 能力 の向 上等 ５ 業務 運営 能力 の向 上等 ５ 業務 運営 能力 の向 上等
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職 員 及 び 業 務 受 託 機 関 の 農 業 者 (1) 農業 者年 金基 金職 員 (1) 農業 者年 金基 金職 員 (1) ① 新任 職員 を対 象と する 研修

年 金 担 当 者 の 業 務 運 営 能 力 の 向 上 農 業 者 年 金 基 金 職 員 の う ち 新 任 職 員 ４月 及び 10月 に、 新任 職員 を対 象と ４ 月 及 び 10月 に 、 農 業 者 年 金 制 度 、 中 期 計 画 、 適 用 ・ 収 納 業 務 の 内 容 等 に

を 図 る と と も に 、 業 務 が 適 正 か つ に つ い て は 、 年 金 業 務 全 般 に つ い て の し て、 国民 年金 、農 業者 年金 業務 全般 関 す る 研 修 を 実 施 し 、 お お む ね 理 解 が 図 ら れ た 者の 割 合 （ テ ス ト の 点 数 が 8

効 率 的 ・ 効 果 的 に 行 わ れ る よ う 、 知 識 の 修 得 を 図 る た め 、 初 任 者 研 修 を に つい ての 知識 の修 得を 図る ため の初 0点以 上の 者の 割合 。以 下同 じ） は 100％ であ った 。

中 期 計 画 に 定 め る と こ ろ に よ り 研 毎 年度 ４月 及び 10月 の２ 回実 施す る。 任 者研 修を 実施 する とと もに 、年 金資 ・ 対象 者 21名 全員 参加

修 等を 実施 する 。 ま た 、 年 金 資 産 の 運 用 等 の 専 門 的 知 産 の運 用等 専門 分野 に特 化し た専 門研

識 を必 要と する 業務 に携 わる 職員 につ 修 を実 施し ます 。

い ては 、当 該業 務に 係る 分野 に特 化し

た 専門 研修 を実 施す る。 その 際、 必要

に 応 じ て 民 間 等 の 機 関 が 主 催 す る 研 修

を 活用 する 。

② 専 門分 野研 修

11月 か ら １ 月 に か け て 資 産 運 用 の 専 門 家 を 講 師 と し て 資 金 運 用 に 関 す る 研

修を 実施 し、 おお むね の理 解が 図られ た者 の割 合は 98.7％で あっ た。

・ 参加 者 延 べ 155名

また 、年 金資 産の 運用 等に 携わ る職 ③ 年 金資 産の 運用 に携 わる 職員 の民間 機関 が主 催す る研 修へ の参 加

員 につ いて は、 民間 等の 機関 が主 催す 新 た に 年 金 資 産 の 運 用 に 携 わ る こ と と な っ た 職 員 に つ い て 、 平 成 23年 ５ 月

る 研修 に参 加さ せま す。 か ら 平 成 23年 ７ 月 、 平 成 23年 11月 か ら 平 成 24年 １ 月 の 間 、 債 券 ・ 株 式 ・ ポ ー

ト フ ォ リ オ 理 論 に 関 す る 民 間 機 関 の 通 信 教 育 を ５ 名 受 講 さ せ 、 お お む ね の 理

解が 図ら れた 者の 割合 は 100.0％で あっ た。

④ そ の他

○ 法 人 文 書 管 理 に 携 わ る 職 員 に つ い て 、 ８ 月 に 文 書 管 理 担 当 者 等 講 習 会 を １

名受 講さ せた 。

○ 行 政 管 理 ・ 評 価 業 務 に 携 わ る 職 員 に つ い て 、 １ 月 に 行 政 管 理 ・ 評 価 セ ミ ナ

ーを 受講 させ た。

○ 法 人 文 書 管 理 に 携 わ る 職 員 に つ い て 、 １ 月 に 公 文 書 管 理 に 関 す る 独 立 行 政

法人 等連 絡会 議を １名 受講 させ た。

○ 情 報 公 開 及 び 個 人 情 報 保 護 に 携 わ る 職 員 に つ い て 、 １ 月 に 独 立 行 政 法 人 等

情報 公開 ・個 人情 報保 護担 当者 連絡 会議 に２ 名受 講さ せた。

○ 中 期 目 標 ・ 年 度 計 画 の 策 定 に 携 わ る 職 員 に つ い て 、 ２ 月 に 評 価 ・ 監 査 中 央

セミ ナー を１ 名受 講さ せた 。

(2) 業務 受託 機関 担当 者 (2) 業務 受託 機関 担当 者 (2) 業務 受託 機関 担当 者

業 務 受 託 機 関 担 当 者 に つ い て は 、 効 ① 都 道府 県段 階に おけ る受 託機 関 農 ① 都 道府 県段 階に おけ る業 務受 託機関 （農 業会 議及 び農 業協 同組 合中 央会 ）（

率 的・ 効果 的な 業務 の遂 行及 び加 入 業会 議及 びＪ Ａ中 央会 ） ア 都 道 府 県 段 階 に お け る 業 務 受 託 機 関 の 実 務 担 当 者 及 び 総 合 指 導 員 を 対 象 と

者 、受 給者 等に 対す るサ ービ スの 向上 ア 年 度当 初に 担当 者会 議を 実施 し、 して 、

に 資す るた め、 次の とお り研 修等 を実 「年 度計 画」 につ いて 周知 する とと ○ 東 日 本 大 震 災 被 災 を 受 け た 加 入 者 等 に 対 す る 農 業 者 年 金 業 務 の 取 扱 い に つ

施 する 。 もに 、当 該年 度に 基金 と受 託機 関が い て

① 都 道 府 県 段 階 に お け る 受 託 機 関 一体 とな って 取り 組む 事項 につ いて ○平 成 22年度 加入 実績 等に つい て、

（ 農 業 会 議 及 び Ｊ Ａ 中 央 会 ） の 実 務 業務 推進 に向 けた 意見 交換 を実 施し ○平 成 23年度 にお ける 農業 者年 金加入 推進 の取 組方 針等 につ いて

担 当 者 及 び 新 任 担 当 者 を 対 象 と す る ます 。 ○適 用・ 収納 関係 事務 につ いて

研修 等を 毎年 度当 初に 実施 する 。 イ 新 たに 市町 村段 階の 受託 機関 を指 ○給 付関 係事 務に つい て

導す る立 場に なっ た担 当者 を対 象と ○平 成 22年度 資金 運用 状況 につ いて

して 、業 務が 適正 かつ 効率 的・ 効果 ○平 成 22年度 考査 指導 結果 及び 平成 23年度 考査 指導 実施 計画 につ いて

的に 行わ れる よう 新任 担当 者研 修会 等を 内容 とす る担 当者 会議 を４ 月に開 催し た。

を実 施し ます 。 ・ 参加 者 124名

ウ 業 務受 託機 関の 上半 期に おけ る加 ま た、 平成 24年 度に 向け 、

入推 進と 業務 の取 組状 況を 踏ま えて ○ 平 成 ２ ３ 年 度 の 加 入 実 績 及 び 平 成 ２ ４ 年 度 加 入 推 進 対 策 の あ り 方 等 に つ い、

下半 期の 課題 や取 組方 針に つい て、 て

意見 交換 を行 うと とも に、 年金 資産 ○平 成２ ４年 度業 務委 託費 の配 分等に つい て

の運 用状 況や 事務 処理 手続 きの 改善 ○政 策支 援加 入要 件確 認書 につ いて

点に つい て周 知徹 底を 図る よう ブロ ○新 制度 にお ける 経営 継承 後の 農地の 取扱 いに つい て

ック を単 位と した 担当 者会 議を 開催 ○第 ３四 半期 の運 用状 況等 につ いて

しま す。 等を 内容 とす る業 務連 絡協 議会 委員・ 幹事 合同 会議 を２ 月に 開催 した 。

・ 参加 者 28名

イ ６ 月に 、都 道府 県段 階の 業務 委託機 関で 新た に農 業者 年金 を担 当す るこ と

とな った 者を 対象 とし て、

○農 業者 年金 の仕 組み と現 状
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○業 務委 託関 係に つい て

○業 務指 導事 業委 託費 関係 につ いて

○資 格及 び保 険料 関係 につ いて

○新 、旧 制度 の年 金裁 定事 務に ついて

○経 営移 譲年 金及 び特 例付 加年 金の支 給停 止の 概要 につ いて

○給 付関 係の 諸変 更等 につ いて

○資 金の 運用 につ いて

○電 子情 報提 供シ ステ ムに つい て

等 を 内 容 と す る 新 任 担 当 者 研 修 会 を 開 催 し 、 お お む ね 理 解 が 図 ら れ た 得 点 80

以上 の者 の割 合は 100％で あっ た。

・ 参加 者 66名

ウ 10月 及 び 11月 に 、 全 国 を ６ つ の ブ ロ ッ ク に 分 け 、 都 道 府 県 段 階 に お け る 業

務受託 機関 の実 務担 当者 を対 象と して 、

○給 付課 関係

・ 農業 者年 金振 込・ 支払 通知 書」 の誤 通知の 再発 防止 につ いて「

・ 現 況 届 未 提 出 に よ り 年 金 の 支 払 が 差 止 め と な る 者 に 対 す る 指 導 の お 願 い

につ いて

・ 死亡 情報 の支 払保 留に 係る 周知徹 底に つい て

・ 経営 移譲 （経 営継 承） 管理 カード の整 理に つい て

・ 農地 等の 貸借 事業 の活 用に ついて

○資 金部 関係

・ 平成 ２３ 年度 第２ 四半 期ま での年 金資 産の 運用 状況 につ いて

・ 平成 ２２ 年度 運用 （付 利） 結果の お知 らせ に係 る電 話照 会状 況

○企 画調 整室 関係

・ １ ０ 万 人 早 期 突 破 ・ 新 規 加 入 者 底 上 げ ３ カ 年 計 画 」 の 取 組 状 況 に つ い「

て

・ メ リ ハ リ の 効 い た 効 率 的 ・ 効 果 的 な 加 入 推 進 活 動 に 関 す る 調 査 等 に つ い

て

・ 各都 道府 県の 取組 状況 と年 度後半 の取 組み につ いて

○適 用・ 収納 課関 係

・ 農業 者年 金業 務委 託手 数料 の事務 処理 の適 正化 につ いて

・ 国民 年金 と農 業者 年金 との 被保険 者資 格記 録不 突合 の解 消に つい て

・ 政策 支援 区分 ３の 要件 不該 当者へ の対 応に つい て

・ 農業 協同 組合 にお ける 前納 保険料 振替 不能 事案 の発 生防 止に つい て

・ 未納 保険 料の 解消 に向 けた 取組み につ いて

・ 確定 申告 にお ける 保険 料控 除の周 知に つい て

・ 業務 指導 事業 委託 費の 執行 等につ いて

○情 報管 理課 関係

・ 電子 情報 提供 シス テム の完 全普及 に向 けた 対応 につ いて

等 を 内 容 とす る 担 当 者 会 議 を 開 催 し た 。

・ 参加 者 135名

② 市 町 村 段 階 に お け る 受 託 機 関 （ 農 ② 市 町村 段階 にお ける 業務 受託 機関 ② 市 町村 段階 にお ける 受託 機関 （農業 委員 会及 び農 業協 同組 合）

業 委 員 会 及 び Ｊ Ａ ） の 実 務 担 当 者 及 （農 業委 員会 及び ＪＡ ） ア 都 道 府 県 段 階 の 業 務 受 託 機 関 に 対 し て 、 ４ 月 に 開 催 し た 担 当 者 会 議 、 ６

び 新 任 担 当 者 に 対 す る 研 修 等 に つ い ア 都 道府 県業 務受 託機 関が 、主 催す 月 に 実 施 し た 新 任 担 当 者 研 修 会 及 び 10月 に 開 催 し た ブ ロ ッ ク 別 担 当 者 会 議

て は 、 都 道 府 県 受 託 機 関 が 、 ① の 研 る市 町村 段階 を対 象と した 担当 者会 等 に お い て 、 そ の 内 容 を 市 町 村 段 階 の 業 務 受 託 機 関 に 周 知 す る よ う 指 導 す

修 等 を 終 了 し た 後 、 速 や か に 、 す べ 議等 にお いて 、必 要に 応じ て基 金役 る と と も に 、 都 道 府 県 受 託 機 関 が 実 施 す る 市 町 村 受 託 機 関 の 実 務 担 当 者 等

て の 市 町 村 段 階 に お け る 受 託 機 関 を 職員 の派 遣を 行い ます 。 を 対 象 と し た 研 修 会 等 に 基 金 役 職 員 を 派 遣 し た 。 以 下 の 派 遣 依 頼 の 全 て に

対 象 と し て 実 施 す る よ う 指 導 す る と 対 応し 、講 師派 遣率 は 100％ であ った 。

と も に 、 必 要 に 応 じ て 、 基 金 か ら 役 ・ 派遣 依頼 件数 74件

職員 等の 派遣 を行 う。 ・ 派遣 件数 74件

・ 派遣 人数 110名

イ 都 道 府 県 業 務 受 託 機 関 と の 共 催 に イ 7月 か ら 11月 ま で 、 都 道 府 県 業 務 受 託 機 関 と の 共 催 に よ り 、 女 性 農 業 委 員

よ り 、 女 性 農 業 委 員 、 加 入 推 進 部 長 等 等 を対 象と して 、

を 対象 とし た特 別研 修会 を開 催し ます ○ 農業 者年 金の 概要 と加 入推 進の取 組み。

○ 各地 にお ける 加入 推進 の取 組事例

○ 保険 料の 国庫 助成 と経 営継 承

○ 外部 から みた 農業 者年 金制 度の評 価

等を 内容 とす る特 別研 修を 全国 37カ所 で開 催し た。
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平 成 23年 度 に お け る 女 性 の 新 規 加 入 者 の 割 合 は 前 年 度 実 績 の 100.7％ で あ っ

た。

（女 性新 規加 入者 の割 合） （単 位： 人、 ％）

年 度 新 規加 入者 数 う ち女 性 女 性の 割合

２ ２ ３ ,４５ ２ １ ,０ ５８ ３ ０ .６

２ ３ ３ ,２０ ３ ９ ８６ ３ ０ .８

６ 評価 ・点 検の 実施 ６ 評価 ・点 検の 実施 ６ 評価 ・点 検の 実施 ６ 評価 ・点 検の 実施

(1 ) 業 務 ・ マ ネ ジ メ ン ト に 関 し 、 加 (1) 加入 者の 代表 等の 意見 の反 映 (1) 加入 者の 代表 等の 意見 の反 映 (1) ９ 月 に 農 業 者 年 金 事 業 の 実 施 状 況 、 加 入 推 進 、 年 金 資 産 の 運 用 状 況 及 び 平 成

入 者 の 代 表 者 や 学 識 経 験 者 等 か ら 業 務 ・ マ ネ ジ メ ン ト に つ い て 意 見 を ９月 に業 務の 運営 状況 、平 成 22年度 22年 度 業 務 実 績 ・ 評 価 、 東 日 本 大 震 災 に お け る 業 務 の 対 応 状 況 「 農 業 者 年 金、

広 く 意 見 を 求 め 、 業 務 運 営 に 適 切 聴 くた め 運営 評議 会 加入 者の 代表 計 画の 実績 等、 ３月 に業 務の 運営 状況 振 込 ・ 支 払 通 知 書 」 の 誤 通 知 の 再 発 防 止 を 議 題 と し 、 ３ 月 に 農 業 者 年 金 事 業 の、 （ 、

に 反映 させ る。 年 金に 知見 を有 する 学識 経験 者等 によ 及 び平 成 24年度 計画 等に つい て意 見を 実 施 状 況 、 加 入 推 進 、 年 金 資 産 の 運 用 状 況 、 平 成 24年 度 計 画 を 議 題 と す る 運 営

り 構成 され る組 織を いう ）を 毎年 度 聴 く運 営評 議会 を開 催し ます 。 評 議会を 開催 し、 委員 の意 見を 踏ま え、 以下 の事 項を 業務 運営に 反映 させ た。。

の 上半 期及 び下 半期 にそ れぞ れ１ 回以 ・ 平成 23年度 加入 推進 特別 対策 の実 施

上 開催 し、 業務 運営 に適 切に 反映 させ 加 入 推 進 部 長 及び 女 性 農 業 委 員 等 を 対 象 と し た 特 別 研 修 会 を 全 国 37会 場 で

る 。 開 催した （ 運営 評議会 開催 日９ ／ 28以降 では 、 10／４ の大 阪以 降 16回）。

(2 ) 業 務 受 託 機 関 に お け る 事 務 処 理 (2) 業務 受託 機関 の事 務処 理の 適正 化等 (2) 委託 業務 が適 正か つ円 滑に 行わ れる (2) 委託業 務が 適正 かつ 円滑 に行 われ るよ う、 25都 道県 の業 務受託 機関 を対 象に

に つ い て の 考 査 指 導 に つ い て は 、 委 託 業 務 が 適 正 か つ 効 率 的 ・ 効 果 的 よ う、 24都 道府 県の 業務 受託 機関 につ 考 査指導 を実 施し た。

委 託 業 務 が 適 正 か つ 効 率 的 ・ 効 果 に 行 わ れ る よ う 、 業 務 受 託 機 関 に お け い て考 査指 導を 行い ます 。 ま た 、 平 成 23年 度 の 考 査 指 導 結 果 報 告 書 を と り ま と め 、 平 成 24年 ４ 月 に 実 施

的 に 行 わ れ る よ う 、 要 件 審 査 等 の る 事務 処理 につ いて の考 査指 導に つい また 、前 年度 の考 査指 導結 果に つい し た 担 当 者 会 議 で 所 要 の 説 明 を 行 っ た ほ か 、 職 員 に 対 し て 、 平 成 24年 4月 に 説

遂 行 状 況 、 加 入 推 進 活 動 状 況 、 実 て て 、年 度当 初の 担当 者会 議で 説明 しま 明 会を開 催し 、内 容の 周知 を図 った 。

績 報 告 書 の 作 成 状 況 等 に 重 点 を 置 ① 資 格 要 件 の 確 認 ・ 管 理 の 執 行 状 す 。

き 、 各 都 道 府 県 に お い て ２ 年 に １ 況、 ○ 考査 指導 実施 市町 村該 当都 道県

回 の割 合で 計画 的に 実施 する 。 ② 経 営 移 譲 年 金 及 び 特 例 付 加 年 金 の 北海道 、青 森県 、岩 手県 、秋 田県 、福 島県 、埼 玉県 、千 葉県、 東京 都、

受給 要件 の確 認・ 管理 の執 行状 況、 神奈川 県、 富山 県、 石川 県、 山梨 県、 長野 県、 岐阜 県、 三重県 、滋 賀県 、

③ 加 入推 進活 動状 況、 和歌山 県、 鳥取 県、 島根 県、 徳島 県、 香川 県、 福岡 県、 熊本県 、大 分県 、

④ 実 績報 告書 の作 成状 況 宮崎県

等 を 重 点 に 、 中 期 目 標 の 期 間 中 に 全 都

道 府 県 で ２ 回 以 上 実 施 す る こ と を 基 本

に 、 毎 年 度 22以 上 の 都 道 府 県 に お い て

計 画的 に実 施す る。

第 ３ 国 民 に 対 し て 提 供 す る サ ー ビ 第 ２ 国 民 に 対 し て 提 供 す る サ ー ビ ス そ 第２ 国 民に 対し て提 供す るサ ービ スそ 第 ２ 国 民 に 対 し て 提 供 す る サ ー ビ ス そ の 他 の 業 務 の 質 の 向 上 に 関 す る 目 標 を 達

ス そ の 他 の 業 務 の 質 の 向 上 に 関 の 他 の 業 務 の 質 の 向 上 に 関 す る 目 標 の他 の業 務の 質の 向上 に関 する 目標 成す るた めと るべ き措 置

する 事項 を達 成す るた めと るべ き措 置 を達 成す るた めと るべ き措 置

１ 農業 者年 金事 業 １ 農業 者年 金事 業 １ 農業 者年 金事 業 １ 農業 者年 金事 業

(1) 年金 給付 業務 の適 切な 執行 等 (1) 被保 険者 資格 の適 正な 管理 (1) 被保 険者 資格 の適 正な 管理 (1) 農 業 者 年 金 と 国 民 年 金 と の 被 保 険 者 資 格 記 録 の 整 合 性 を 図 る た め 、 平 成 23年

被 保 険 者 資 格 の 適 正 な 管 理 等 を 適 切 な 年 金 給 付 を 行 う た め 、 農 業 者 農業 者年 金被 保険 者資 格記 録と 国民 ５ 月 及 び 同 年 11月 に 両 記 録 の 突 合 を 実 施 し た 。 そ の 結 果 を 踏 ま え て 、 被 用 者 年

行 う と と も に 、 支 給 漏 れ 等 が な い 年 金 被 保 険 者 資 格 記 録 を 国 民 年 金 の 被 年 金被 保険 者記 録と の整 合を 図る ため 金 に 加 入 す る 等 不 整 合 と な っ た 被 保 険 者 （ 以 下 「 不 整 合 者 」 と い う ） の 記 録。

よ う適 切な 年金 給付 を行 う。 保 険 者 記 録 と 整 合 さ せ 、 必 要 な 申 出 書 両 記録 の突 合を 行い ます 。 確 認 リ ス ト を 業 務 受 託 機 関 に 送 付 し 、 当 該 不 整 合 者 に 対 し て 、 必 要 な 申 出 書 等

等 の提 出を 遅滞 なく 行う よう 働き かけ また 、５ 月と 11月 に業 務受 託機 関に の 提出 が遅 滞な く行 われ るよ う業 務受託 機関 を通 じ働 きか けを 行っ た。

る 。 不 整合 記録 の情 報を 提供 し、 被保 険者 ま た 、 当 該 不 整 合 者 に 対 し て も 、 当 基 金 よ り 通 知 を 発 出 す る と と も に 、 必 要

等 に対 し必 要な 申出 書等 の提 出を 遅滞 な 申出 書等 の提 出の 働き かけ を行 った。

な く行 うよ う働 きか けま す。 な お 、 不 整 合 者 の 状 況 に つ い て は 、 平 成 22年 11月 の 不 整 合 者 1,683人 が ６ ヵ

月 経 過 後 854人 減 の 829人 に 、 平 成 23年 ５ 月 の 不 整 合 者 1,859人 が ６ ヵ 月 経 過 後 、

1,072人 減 の 787人 と な り 、 ２ 回 の 突 合 に よ る 不 整 合 者 の 減 少 率 は 54.4％ と な っ

た 。

（単 位： 人、 ％）

区 分 22年 11月 23年 ５月 23年 11月 計

対 象者 数 85,854 86,731 86,421 -

不 整合 者数 1,683 1,859 (1,550) 3,542

うち ６ヶ 月経 過後

の不 整合 者数 - 829 787 1,616

減 少数 - 854 1,072 1,926

減 少率 - 50.7 57.7 54.4
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（ 注） 23年 11月 の不 整合 者 1,550人の 突合 結果 は 24年 5月と なる 。

【そ の他 特記 事項 】

毎 年 度 、 受 給 権 者 の 生 存 確 認 等 の た め 現 況 届 を 提 出 す る よ う 通 知 し 確 認 を 行

っ てい る。

(2) 年金 裁定 請求 の勧 奨 (2) 年金 裁定 請求 の勧 奨 (2) 農 業 者 年 金 の 受 給 権 が 発 生 す る 者 等 に 対 し 、 年 金 等 の 受 給 漏 れ と な ら な い よ

年 金 の 受 給 漏 れ 防 止 の た め 、 農 業 者 農業 者年 金の 受給 権が 発生 する 者等 う 、 新 制 度 に 加 入 し 、 待 期 者 と な っ て い る 当 該 者 が 65歳 の 誕 生 日 を 迎 え る ３ ヶ

年 金 の 受 給 権 が 発 生 す る 者 等 に 対 し 、 に 対し 、年 金等 の受 給漏 れと なら ない 月 前 に 裁 定 請 求 の 勧 奨 を 文 書 で 毎 月 行 う 等 、 速 や か な 裁 定 請 求 書 の 提 出 を 働 き

文 書 に よ る 裁 定 請 求 の 勧 奨 等 を 行 い 、 よ うに 、 65歳の 誕生 日に なる ３ヶ 月前 か けた 。

、必 要な 裁定 請求 書の 提出 を遅 滞な く行 に 裁定 請求 の勧 奨を 文書 で毎 月行 う等

う よう 働き かけ る。 速 やか な裁 定請 求書 の提 出を 働き かけ （勧 奨状 送付 実績 ） （単 位： 人）

ま す。 送付 月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １ ０ １１ １ ２

対象 者 218 230 268 284 264 262 477 415 469

送付 月 １ ２ ３ 合 計

対象 者 402 332 313 3,934

※ 65歳以 上の 未裁 定者 には 、年 １回 ７月 に働 きか けを 行っ ている 。

働 き か け か ら ３ ヶ 月 経 過 後 に 新 制 度 の 待 期 者 で 65歳 の 誕 生 日 を 迎 え 、 裁 定 請

求 書 を 提 出 す る こ と と な っ た ４ ～ 11月 の 送 付 者 2,418人 の う ち 、 裁 定 し た 者 は

2,219人と なり 、働 きか けの 送付 者に 対す る裁 定割 合は 91.8％であ った 。

(2) 手続 の迅 速化 等 (3) 申 出書 等の 迅速 な処 理 (3) 申出 書等 の迅 速な 処理 (3) 申出 書等 の迅 速な 処理

農 業 者 年 金 の 被 保 険 者 の 資 格 に 提 出 さ れ た 申 出 書 等 に つ い て は 、 迅 ① 標 準処 理期 間を 定め た申 出書 等の 9 ① 提 出 の あ っ た 申 出 書 等 に 係 る 標 準 処 理 期 間 内 処 理 割 合 は 、 平 成 23年 ８ 月 処

関 す る 決 定 、 年 金 給 付 及 び 死 亡 一 速 に 処 理 を 行 い 、 そ の 97％ 以 上 を 標 準 7％ 以上 を期 間内 で処 理す るた め、 理 分 が 98.3％ 、 平 成 24年 ２ 月 処 理 分 が 98.5％ で 、 調 査 ２ 回 の 平 均 期 間 内 処 理

時 金 に 係 る 受 給 権 の 裁 定 、 農 業 者 処 理 期 間 内 に 処 理 す る こ と と し 、 そ の 基金 に届 いた 申出 書等 の電 算処 理の 割合 は、 98.4％で あっ た。

年 金 被 保 険 者 証 及 び 農 業 者 年 金 証 結 果に つい て、 毎年 度２ 回公 表す る。 委託 を迅 速に 行い ます 。 （処理 月別 標準 処理 期間 内処 理割 合） （単 位： 件、 ％）

書 の 再 交 付 等 の 事 務 を 迅 速 に 処 理 処理 月 処 理件 数 (a) 期間 内処 理 (b) b／ a

す る た め 、 各 申 出 等 ご と に 定 め て （参 考： 標準 処理 期間 ） ２３ .８ ２ ，０ ６４ ２ ，０ ２９ ９８ ．３

い る標 準処 理期 間内 に処 理を 行う ・ 加入 申出 書 60日 以内 ２４ .２ ２ ，９ ６４ ２ ，９ ２０ ９８ ．５。

ま た 、 そ の 処 理 状 況 に つ い て 、 毎 ・ カラ 期間 該当 申出 書 60日 以内 計 ５ ，０ ２８ ４ ，９ ４９ ９８ ．４

年 度、 定期 的に 公表 する 。 ・ 被保 険者 証再 交付 申請 書 60日 以内

・ 保険 料額 変更 申出 書 60日 以内

・ 年金 ・一 時金 裁定 請求 書 90日 以内

ま た、 不備 が判 明し た申 出書 等に 審 査 の 段 階 で 申 出 書 等 の 不 備 が 判 明 し た 場 合 は 、 原則 と し て 審 査 し た 翌 日 に

。つい ては 、補 正等 が早 急に 行わ れる 不 備箇 所の 状況 が解 る書 類を 申出 書等に 添付 して 該当 業務 受託 機関 に返 戻し た

よう 業務 受託 機関 へ迅 速な 返戻 等を ま た 、 返 戻 件 数 を 減 少 さ せ る 方 策 と し て 、 都 道 府 県 段 階 に お け る 業 務 受 託 機

行う とと もに 、適 正な 申出 書等 の提 関 を 対 象 と し た 会 議 に お い て 、 各 管 下 組 織 に 対 す る 指 導 の 徹 底 を 図 る よ う 要 請

出が 行わ れる よう 指導 しま す。 し た結 果、 返戻 件数 の割 合が 過去 3ヶ 年平 均よ り減 少し た。

（ 裁定 請求 書の 返戻 状況 ） （単 位： 件、 ％）

年 度 受 付件 数 返戻 件数 返 戻率

２ ０年 度 ５， ９５ ７ ６ ６１ １ １． １

２ １年 度 ６， ０７ ２ ４ ２４ ７ .０

２ ２年 度 ４， ２１ ２ ３ ２０ ７ .６

２ ３年 度 ８， １８ ９ ５ ２３ ６ .４

② 申 出書 等の 処理 状況 の調 査を 年２ ② 処 理 さ れ た 申 出 書 等 の 処 理 状 況 の 調 査 結 果 に つ い て は 、 平 成 23年 ８ 月 分 の

回（ ８月 及び ２月 ）行 い、 その 結果 結 果 を 平 成 23年 ９ 月 29日 に 、 平 成 24年 ２ 月 分 の 結 果 を 平 成 24年 ３ 月 27日 に そ

を公 表し ます 。 れぞ れホ ーム ペー ジで 公表 した 。

ま た、 期間 内に 処理 でき なか った ま た 、 期 間 内 に 処 理 で き な か っ た も の に つ い て は 、 原 因 を 整 理 し 、 そ の 理

もの につ いて は その 原因 を把 握し 由 が 業 務 受 託 機 関 に 起 因 す る も の に つ い て 、 業 務 受 託 機 関 に 対 し 、 申 出 書 等、 、

今後 、期 間内 に処 理で きる よう に努 を適 正か つ早 急に 処理 する よう 指導し た。

めま す。

(4) 加入 申込 書の 提出 先の 拡充 加 入 申 込 書 の 提 出 先 に つ い て 農 業 委 員 会 へ の 提 出 も で き る よ う 事 務 処 理 の 改

農業 者年 金に 加入 しよ うと する 者の 善 を行 った

加 入申 込書 の提 出先 につ いて 、そ の者
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の 利便 性の 向上 を図 るた め、 従来 の農

業 協同 組合 への 提出 に加 え、 農業 委員

会 への 提出 もで きる よう 事務 処理 を改

善 しま す。

２ 年金 資産 の安 全か つ効 率的 な運 用 ２ 年金 資産 の安 全か つ効 率的 な運 用 ２ 年金 資産 の安 全か つ効 率的 な運 用２ 年金 資産 の安 全か つ 効率 的な 運用

年 金 資 産 の 運 用 に つ い て は 、 受 (1) 年金 資産 の管 理・ 運用 につ いて は、 (1) 年金 資産 の管 理・ 運用 につ いて は、 (1) 年金給 付等 準備 金運 用の 基本 方針 に基 づい た安 全か つ効 率的な 運用

給 開 始 時 ま で の 運 用 結 果 が 新 規 裁 法 令の 規定 によ り定 める 年金 給付 等準 法 令の 規定 によ り定 める 年金 給付 等準 年 金 給 付 等 準 備 金 運 用 の 基 本 方 針 （ 以 下 「 基 本 方 針 」 と い う ） に 基 づ き 、。

定 者 の 年 金 額 に 直 接 反 映 さ れ る た 備 金運 用の 基本 方針 に基 づき 安全 かつ 備 金運 用の 基本 方針 に基 づき 、国 内債 ① 被 保 険 者 ポ ー ト フ ォ リ オ 、 ② 受 給 権 者 ポ ー ト フ ォ リ オ 、 ③ 被 保 険 者 危 険 準 備

め 、 安 全 か つ 効 率 的 に 行 う と と も 効 率的 に行 う。 券 を中 心と し、 安全 かつ 効率 的に 行い 金 ポ ー ト フ ォ リ オ 、 ④ 受 給 権 者 危 険 準 備 金 ポ ー ト フ ォ リ オ に 区 分 し 、 以 下 の と

に 、 基 本 と な る 年 金 資 産 の 構 成 割 ま す。 お り運用 を行 った 。

合 に つ い て は 、 諸 条 件 の 変 化 に 照 ① 被保 険者 ポー トフ ォリ オ

ら し た 妥 当 性 の 検 証 を 、 毎 年 度 、 基 本 方 針 に 基 づ き 、 国 内 債 券 、 国 内 株 式 、 外 国 債 券 、 外 国 株 式 及 び 短 期 資

１ 回以 上行 う。 産によ る運 用を 行っ た。

② 受給 権者 ポー トフ ォリ オ

基本 方針 に基 づき 、国 内債 券及 び短 期資 産に よる 運用 を行っ た。

③ 被保 険者 危険 準備 金ポ ート フォ リオ

基本 方針 に基 づき 、短 期資 産に よる 運用 を行 った 。

④ 受給 権者 危険 準備 金ポ ート フォ リオ

基本 方針 に基 づき 、短 期資 産に よる 運用 を行 った 。

(2) 資金 運用 委員 会（ 役職 員及 び年 金資 (2) 資金 運用 委員 会を ５月 、７ 月、 10月 (2) 資金 運用 委員 会の 開催 及び 運用 状況、 運用 結果 の評 価・ 分析

金 運用 管理 全般 に精 通し た外 部専 門家 及 び１ 月に 開催 し、 運用 状況 及び 運用 平 成 23年 ５ 月 30日 、 ７ 月 25日 、 10月 28日 及 び 平 成 24年 １ 月 30日 に 開 催 し た 資

に よ り 構 成 さ れ る 組 織 を い う 。 以 下 同 結 果の 評価 ・分 析等 を行 いま す。 金 運 用 委 員 会 に お い て 、 そ れ ぞ れ 、 平 成 22年 度 通 期 、 平 成 23年 度 第 １ 四 半 期 、

じ ）を 毎年 度四 半期 ごと に開 催し 、 第 ２ 四 半 期 、 第 ３ 四 半 期 の 自 家 運 用 及 び 外 部 委 託 に 係 る 運 用 状 況 、 運 用 結 果 に。

運 用 状 況 及 び 運 用 結 果 の 評 価 ・ 分 析 等 対 する 評価 ・分 析を 行っ た。

を 行う 。 ま た 、 平 成 24年 ３ 月 27日 に 開 催 し た 資 金 運 用 委 員 会 に お い て 「 付 利 準 備 金 の

額 の確 保に 関す る検 証実 施規 程」 による 検証 を行 った 。

(3) 年金 資産 の構 成割 合に つい ては 、毎 (3) 資金 運用 委員 会で 年金 資産 の構 成割 (3) 年金 資産 の構 成割 合の 検証

年 度、 資金 運用 委員 会に おい て検 証を 合 （政 策ア セッ トミ クス ）の 検証 を行 政 策 ア セ ッ ト ミ ク ス に つ い て は 、 平 成 23年 ５ 月 30日 の 資 金 運 用 委 員 会 に お け

、 、 （ ） （ ）行 うと とも に、 必要 に応 じて 見直 しを い 、必 要に 応じ て見 直し を行 いま す。 る 検証 の結 果 平成 ２３ 年度 にお いて は 1971 昭 和 46 年 から 2010 平 成 22

行 う。 年 ま で の デ ー タ に よ り 試 算 し た 期 待 収 益 率 と 標 準 偏 差 等 を 検 証 し た 結 果 、 そ れ

ぞ れ に 大 き な 変 化 が な く 、 現 行 政 策 ア セ ッ ト ミ ク ス を 緊 急 に 見 直 す 必 要 が な い

こ とを 確認 した 。

(4) 年金 資産 の構 成割 合、 運用 成績 等に (4) 年金 資産 の構 成割 合、 運用 成績 等に (4) 運用 成績 等の 情報 提供

つ いて は、 四半 期ご とに ホー ムペ ージ つ いて は、 ６月 、８ 月、 11月 及び ２月 平 成 22年 度 、 平 成 23年 度 第 １ 四 半 期 、 第 ２ 四 半 期 、 第 ３ 四 半 期 の 年 金 資 産 の

で 情報 を公 開す ると とも に、 加入 者に ま でに ホー ムペ ージ にお いて 情報 を公 構 成 割 合 、 運 用 成 績 に つ い て 、 そ れ ぞ れ 平 成 23年 ６ 月 28日 （ ６ 月 2日 に 速 報 版 公

対 して 、毎 年６ 月末 日ま でに その 前年 開 しま す。 開 、７ 月 25日、 10月 28日 及び 平成 24年 １月 30日に ホー ムペ ージ で公 開し た。）

度 末 現 在 で 評 価 し た 個 々 の 加 入 者 に 係 また 、加 入者 に対 し、 ６月 末日 まで ま た 、 加 入 者 に 対 し て 、 そ の 者 に 係 る 平 成 22年 度 末 現 在 の 保 険 料 納 付 額 等 及

る 運用 結果 を通 知す る。 に 平成 22年 度末 現在 で評 価し た個 々の び そ の 運 用 収 入 等 の 額 を 平 成 23年 ６ 月 27日 付 で 通 知 し 、 併 せ て 、 通 知 の 趣 旨 、

加 入者 に係 る運 用結 果を 通知 しま す。 内 容等 につ いて 、ホ ーム ペー ジに 掲載し た。

３ 制 度 の 普 及 推 進 及 び 情 報 提 供 の ３ 制 度 の 普 及 推 進 及 び 情 報 提 供 の 充 実 ３ 制度 の普 及推 進及 び情 報提 供の 充実 ３ 制度 の普 及推 進及 び情 報提 供の 充実

充 実

(1) 広く 農業 者の 方々 に政 策支 援を (1) 可能 な限 り多 くの 農業 者の 方々 に、 (1) 制度 の周 知を 図る ため 、農 業関 係新 （１ ）制 度の 周知 を図 るた め、 農業 関係新 聞へ の記 事掲 載を 働き かけ た。 その 結

始 めと した 農業 者年 金制 度の 仕組 政 策支 援を 始め とし た農 業者 年金 制度 聞 に、 新規 加入 や政 策支 援の 加入 の動 果 、 全 国 農 業 新 聞 に 「 の う ね ん 便 り 」 と し て 、 毎 月 １ 回 （ た だ し ８ 月 は 合 併

み ・特 質を 周知 する 。 の 仕 組 み ・ 特 質 に つ い て 理 解 を 得 る た 向 等の 材料 を提 供し 、制 度の 普及 推進 号の ため 掲載 なし 、計 １１ 回掲 載さ れた 。）

め 、農 業関 係の 新聞 等メ ディ アの 活用 に 関す る記 事が 掲載 され るよ う働 きか 具体 的内 容は 、

に よ る Ｐ Ｒ を 通 じ て 制 度 の 周 知 を 図 け ます 。 ・ 東日 本大 震災 への 対応

る 。 ・ 新規 加入 者数 の状 況

・ 資金 運用 状況

等。

（ ２ ） な お 、 中 期 計 画 等 に 基 づ く も の で は な い が 、 平 成 23年 ３ 月 11日 に 発 生 し た

東 日 本 大 震 災 に よ る 被 災 者 に 係 る 特 例 措 置 に つ い て 、 都 道 府 県 農 業 会 議 等 の

管内 担当 者会 議又 は、 直接 、管 内市町 村へ 通知 する こと によ り周 知し た。
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参 考

主 な特 例措 置等 の対 応状 況（ 平成 24年 3月 末現 在）

（ １） 特例 措置 法に 基づ く措 置

（ア ）保 険料 の免 除 １８ 件

（イ ）行 方不 明者 の死 亡推 定 ０ 件

（ ２） 基金 運用 上の 措置

（ア ）保 険料 の返 還 ８件

（イ ）現 況届 の特 例

岩 手 県 、 宮 城 県 、 福 島 県 の 35市 町 村 に つ い て は 、 平 成 23年 度 の 発 送 及

び 受 付 を 中 止 す る と と も に 、 発 送 済 み の 福 島 県 2市 1町 に つ い て も 現 況 届

の受 付を 中止 した （計 38市 町村 14千 人）。

また 、市 町村 段階 の業 務受 託 機関 ま た 、 市 町 村 段 階 の 業 務 受 託 機 関 に 対 し 、 市 町 村 の 広 報 紙 、 Ｊ Ａ だ よ り 等 の

に 対し 、市 町村 の広 報誌 、Ｊ Ａだ より 広 報 媒 体 を 活 用 し た 制 度 の Ｐ Ｒ を 行 う よ う 、 都 道 府 県 の 農 業 会 議 及 び 農 業 協 同

等 の広 報媒 体を 活用 した 制度 のＰ Ｒを 組 合 中 央 会 を 通 じ て 市 町 村 段 階 の 全 て の 農 業 委 員 会 及 び 農 業 協 同 組 合 に 対 し 働

行 うよ う働 きか けま す。 き かけ 、以 下の 業務 受託 機関 で制 度のＰ Ｒが 実施 され た。

（Ｐ Ｒ実 施業 務受 託機 関数 ）

・農 業委 員会 ７８ ５

・農 業協 同組 合 ２６ ５

(2 ) こ れ ま で の 新 規 加 入 者 の 加 入 実 (2) こ れ ま で の 加 入 実 績 等 を 踏 ま え 、 普 (2) 年度 当初 の担 当者 会議 にお いて 、効 (2) 年 度 当 初 の 担 当 者 会 議 に お い て 、 効 果 の 高 い 活 動 事 例 を 活 用 し た 制 度 普 及 の

績 等 を 踏 ま え 、 制 度 普 及 活 動 の 経 及 活 動 の 経 済 性 ・ 有 効 性 を 高 め る 観 点 果 の高 い活 動事 例を 活用 した 制度 普及 推 進 、 認 定 農 業 者 等 に 重 点 的 に 加 入 を 勧 め る こ と 等 を 明 確 化 し た 加 入 推 進 取 組

済 性 ・ 有 効 性 を 高 め る 観 点 か ら 、 か ら 、 効 果 の 高 い 活 動 事 例 を 活 用 し た の 推進 、認 定農 業者 等に 重点 的に 加入 方 針 （ 戦 略 プ ラ ン ） を 業 務 受 託 機 関 等 に 示 す と と も に 、 基 金 と 受 託 機 関 が 一 体

具 体 的 な 戦 略 プ ラ ン を 作 成 す る な 制 度 普 及 の 推 進 、 認 定 農 業 者 等 に 重 点 を 勧め るこ と等 を明 確化 した 加入 推進 と なり 効率 的・ 効果 的な 加入 推進 に取り 組ん だ。

ど に よ り 重 点 化 し 、 メ リ ハ リ の 効 的 に 加 入 を 勧 め る こ と 等 を 明 確 化 し た 取 組方 針（ 戦略 プラ ン） を示 し、 基金

い た 効 率 的 ・ 効 果 的 な 普 及 活 動 を 加 入 推 進 取 組 方 針 （ 戦 略 プ ラ ン ） を 策 と 受託 機関 が一 体と なり 効率 的・ 効果

実 施す る。 定 す る な ど に よ り 重 点 化 し 、 メ リ ハ リ 的 な加 入推 進に 取り 組み ます 。

の 効 い た 効 率 的 効 果 的 な 普 及 推 進 活 動

を 実施 する 。

ま た 、 中 期 計 画 の 定 め る と こ ろ 3 平成 21年 度ま での 各年 度につ いて は (3) 平 成 22年 度 以 降 の 各 年 度 に お け る 加 (3) 平 成 23年 度 の 加 入 目 標 を 達 成 す る た め 「 平 成 23年 度 加 入 推 進 特 別 対 策 」 を（ ） 、 、

に よ り 、 新 規 加 入 者 の 増 加 に 向 け 既 に定 めて いる 加入 目標 の達 成に 取り 入 目 標 に つ い て 、 こ れ ま で の 加 入 目 標 実 施 し 、 加 入 推 進 部 長 等 を 対 象 と す る 「 加 入 推 進 特 別 研 修 会 」 の ほ か 、 都 道 府

た 加入 推進 活動 に取 り組 む。 組 む。 計 画 期 間 中 で あ っ た 平 成 19年 度 か ら 21 県 間 の 取 組 格 差 縮 小 の た め 、 平 均 目 標 達 成 率 未 満 の 都府 県 を 特 別 重 点 都 府 県 （ 2

ま た 、 平 成 22年 度 以 降 に つ い て は 、 年 度 ま で の 各 年 度 に お け る 新 規 加 入 者 2都 府 県 ） と し て 指 定 し 、 管 内 の 市 町 村 等 と の 巡 回 意 見 交 換 会 を 実 施 す る と と も

そ れま での 加入 実績 等を 踏ま え新 たに 数 平 均 値 の 概 ね ５ 割 増 （ 6,000人 ） と す に 、 県 段 階 の 業 務 受 託 機 関 に よ る 市 町 村 の 業 務 受 託 機 関 の 取 組 み に 対 す る 点 検

計 画 を 策 定 し 、 引 き 続 き 、 加 入 推 進 に る 新 た な 計 画 を 策 定 し 、 こ の 加 入 目 標 ・ 助言 ・要 請活 動、 地域 研修 会等 に取り 組ん だ。

、 、 「 」取 り組 む。 を 達 成 す る た め に 「 平 成 23年 度 加 入 推 しか しな がら 平 成 23年 度は 農 業委 員の 改選 によ る 加入 推進 特別 研修 会

進 特別 対策 」を 実施 しま す。 等 取 組 み の 開 始 の 遅 れ 、 東 日 本 大 震 災 に よ る 被 災 の 影 響 、 さ ら に は 、 農 業 を 巡

る 環 境 の 厳 し さ や 先 行 き の 不 透 明 感 な ど が 影 響 し 、 平 成 23年 度 の 新 規 加 入 者 数

は 、前 年度 を下 回る 3,203人 とな り、 達成 率は 53.4％で あっ た。

（ 新規加 入者 数） （ 単位 ：人 、％）

23年 度目 標数 23年度 実績 達成 率

新 規加 入者 数 ６ ,０ ００ ３ ,２０ ３ ５３ .４

（ 新規加 入者 １人 当た りの 業務 委託 費） （単 位： 千円 、人 ）

新規 加入 者割 手数 料 a 支 払対象 加入 者数 b a／ b

２ ４１ ,１ ３３ ３ ,４ ５２ ７０

※配 分の 基礎 とな る「 新規 加入 者数」 は 22年度 の実 績値

【そ の他 特記 事項 】

① 平 成 23年 度 の 新 規 加 入 者 に つ い て は 、 4道 県 で 目 標 を 達 成 し た 一 方 、 目 標

達 成 率 が 54.3％ に 留 ま っ た こ と を 踏 ま え 、 都 道 府 県 間 の 取 組 格 差 縮 小 の た

め 、 平 均 目 標 達 成 率 未 満 の 都 府 県 を 特 別 重 点 都 府 県 （ 22都 府 県 ） と し て 指

定 し 、 基 金 の 役 職 員 、 農 業 会 議 の 事 務 局 長 、 職 員 等 に よ る チ ー ム と 管 内 の

市 町 村 等 の 農 業 委 員 会 会 長 ・ 事 務 局 長 、 農 業 委 員 、 担 当 者 等 と 制 度 内 容 の

理 解 の 増 進 、 説 明 会 ・ 研 修 会 や 戸 別 訪 問 の 実 施 を 確 認 す る 巡 回 意 見 交 換 会

を 実 施 し た 。 こ の 22都 府 県 に つ い て 見 る と 、 22年 度 対 比 で 23年 度 の 新 規 加

入 者 数 が 増 加 な い し 同 数 の都 県 は 12都 県 と 過 半 を占 め た が 、 他 方 、 減 少 は 1
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0府 県 と な っ た 。 新 規 加 入 者 数 で は 、 22都 府 県 全 体 で 22年 度 の 656人 か ら 23

年 度 に は 686人 と 約 5％ 増 加 し て お り 、 一 定 の 効 果 が み ら れ る こ と か ら 、 24

年 度 に お い て も 、 特 別 重 点 都 府 県 の 対 策 を 引 き 続 き 実 施 す る こ と と し て い

る

② 平 成 23年 度 は 、 農 業 委 員 の 改 選 に よ る 「 加 入 推 進 特 別 研 修 会 」 等 取 組 み

の 開 始 の 遅 れ が 新 規 加 入 の 成 果 に 影 響 を 及 ぼ し た こ と を 踏 ま え 、 平 成 24年

度 の 加 入 推 進 特 別 対 策 に お い て は 「 加 入 推 進 特 別 研 修 会 」 を で き る だ け、

前 倒し で実 施し 、 9月ま でに 終了 する よう 取り 組む こと として いる 。。

(4) 現 場 の ニ ー ズ を 踏 ま え た 利 用 者 の 立 (4) 業務 受託 機関 が実 施す る制 度の 周知 (4) 業 務 受 託 機 関 が 実 施 す る 制 度 の 周 知 ・ 普 及 活 動 に 必 要 な 優 良 事 例 集 等 の 資 材

場 に 立 っ た 資 料 を 作 成 し 、 ホ ー ム ペ ー ・ 普及 活動 に必 要な 優良 事例 集等 の資 を 作成 ・提 供す ると とも にホ ーム ページ で公 表し た。

ジ 等を 通じ 随時 公表 する 。 材 を作 成し 、ホ ーム ペー ジで 公表 しま

す 。

（ ） 、(3 ) 国 民 の 理 解 が 得 ら れ る よ う 、 情 (5) 情 報 の 発 信 源 と し て の ホ ー ム ペ ー ジ (5) 情報 の発 信源 であ るホ ーム ペー ジに (5) 22年 度に 策定 した ホー ムペ ージ リニュ ーア ル基 本方 針 改善 方針 に基づ き

報 へ の ア ク セ ス の 容 易 化 、 分 か に つい て、 多様 な利 用者 によ り分 かり つ いて 、ホ ーム ペー ジ改 善方 針に 基づ リ ニュ ーア ルを 実施 した 。

り やす い説 明等 に努 める とと もに や すく 、か つ使 いや すい 内容 とす るた き 、リ ニュ ーア ルを 実施 しま す。 今 回 の リ ニ ュ ー ア ル に よ り 、 農 業 者 年 金 に 加 入 を 検 討 中 の 方 、 既 に 加 入 し て、

加 入 者 等 に 対 し て は 、 制 度 運 営 の め 、コ ンテ ンツ の見 直し を行 う。 い る 方 、 業 務 受 託 機 関 の 方 の 「 ３ つ の 主 要 な タ ー ゲ ッ ト ユ ー ザ ー 」 が 求 め る 情

状 況 等 の 情 報 を リ ー フ レ ッ ト 、 ホ ま た 、 利 用 者 に 対 し 「 ホ ー ム ペ ー ジ 報 の見 やす さ、 使い やす さを 標準 的なレ ベル まで 引き 上げ るこ とが でき た。

ー ム ペ ー ジ 等 で 定 期 的 ・ 迅 速 に 提 の 内容 に関 する アン ケー ト を 実施 し 【基 本方針 】」 、

供 する 。 必 要 に 応 じ 、 そ の ニ ー ズ を 取 り 入 れ 、 ① 「 ご 加 入 を お 考 え の 方 「 既 に ご 加 入 の 方 「 業 務 受 託 機 関 の 方 」 の ３ つ の」、 」、

リ ニュ ーア ルを 実施 する 。 主 要 な タ ー ゲ ッ ト ユ ー ザ ー の そ れ ぞ れ が 、 求 め る 情 報 を 探 し や す い メ ニ ュ ー

構成 を実 現す る 」。

② 利用 頻度 の高 い情 報や 関連 情報 を容易 に閲 覧で きる よう に充 分配 慮す る。

③ 加入 促進 に当 たり 重要 なメ ニュ ーの訴 求力 向上 を図 る。

④ ニー ズが 高い 情報 につ いて 、コ ンテン ツの 新規 追加 ・拡 充を 検討 する 。

⑤ 改 正 JISに 基 づ き 、 公 共 機 関 ホ ー ム ペ ー ジ に 求 め ら れ る ア ク セ シ ビ リ テ ィ 品 質

を確 保す る。

第４ 財 務内 容の 改善 に関 する 事項 第３ 財 務内 容の 改善 に関 する 事項 第３ 財 務内 容の 改善 に関 する 事項 第３ 財 務内 容の 改善 に関 する 事項

旧 制 度 に 基 づ く 融 資 事 業 又 は 農 旧 制 度 に 基 づ く 融 資 事 業 及 び 農 地 の 融資 事業 及び 農地 の割 賦売 渡に よる １ 債権 の分 類見 直し 及び 適切 な債 権の管 理・ 回収

地 の 割 賦 売 渡 に よ る 貸 付 金 債 権 の 割 賦 売 渡 に よ る 貸 付 金 債 権 に つ い て 貸 付金 債権 につ いて は、 分類 見直 しを す べ て の 貸 付 金 債 権 に つ い て 、 平 成 22年 度 末 現 在 の 状 況 に 対 応 し て 、 分 類 見

管 理 ・ 回 収 を 適 切 に 進 め 、 財 務 の は 、 業 務 受 託 機 関 と の 密 接 な 連 携 、 現 行 い、 これ に基 づく 適切 な債 権の 管理 直 し を 行 い 、 こ れ に 基 づ き 、 業 務 受 託 機 関 と の 連 携 の も と 延 滞 者 の 実 態 把 握 、

改 善に 資す る。 地 調 査 等 に よ り 債 務 者 に 関 す る 情 報 を ・ 回収 を行 いま す。 督 促、 面談 及び 抵当 権の 実行 等に より適 切な 管理 ・回 収を 行っ た。

、 、把 握し すべ ての 貸付 金債 権に つい て

毎 年 度 、 債 権 分 類 の 見 直 し を 行 う 等 に

、 。 、よ り 適切 な管 理・ 回収 を行 う また

毎 年 度 、 農 地 等 担 保 物 件 の 評 価 の 見 直

し を行 う。

また 、担 保物 件の 確認 調査 等を 踏ま ２ 担保 物件 の確 認、 評価 見直 し

え 農地 等担 保物 件の 評価 の見 直し を行 融 資 事 業 及 び 農 地 の 割 賦 売 渡 に よ る 貸 付 金 の 担 保 物 件 に つ い て は 、 登 記 事 項

い ます 。 証 明書 を取 得す るな どし て確 認し 、すべ て評 価の 見直 しを 行っ た。

第 ５ そ の 他 業 務 運 営 に 関 す る 重 要

事項

、 、１ 独 立 行 政 法 人 農 業 者 年 金 基 金 法 法附 則第 17条 第２ 項の 規定 に基 づき 長 期借 入金 は市 中金 利情勢 等を 考慮 し

（ 平 成 14年 法 律 第 127号 ） 附 則 第 17 競 争入 札を 行う こと によ り極 力有 利な条 件で の借 入を 行っ た。

条 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 基 金 が (単 位： 百万 円 )

長 期 借 入 金 を す る に 当 た っ て は 、 借入 年月 日 借入の 相手 方 借 入金額 借入 利率 償 還期 限

市 中 金 利 情 勢 等 を 考 慮 し 、 極 力 有 Ｈ 24.2.6 朝 日信 用金 庫ほ か 56行庫 79,600 0.328% Ｈ 29.2.3

利 な条 件で の借 入れ を図 る。 ・借 入利 率決 定時 点の 5年 国債 金利 は、 0.335%

２ 千 葉 県 柏 市 に 所 有 す る 職 員 宿 舎

等 に つ い て は 、 利 用 率 が 低 調 で あ
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る こ と を 踏 ま え 、 平 成 20年 度 乃 至

平 成 21年度 に売 却す る。

第４ 予 算（ 人件 費の 見積 りを 含む 、 第４ 予 算（ 人件 費の 見積 りを 含む 、 第４ 予算 （人 件費 の見 積り を含 む 、 収支 計画 及び 資金 計画。） 。） 。）

収支 計画 及び 資金 計画 収支 計画 及び 資金 計画

○ 業務 運営 の効 率化 によ る経 費の 抑制等 （再 掲）

(1) 一般 管理 費及 び事 業費 の抑 制

一般 管理 費（ 人件 費を 除く ）に つい ては 、業務 の効 率化 を進 め、 前年 度比 3.。

3％ 削減す る計 画に 対し 、実 績で 14.3％の 削減 を達 成し た。

な お 、 一 般 管 理 費 の 削 減 率 の 実 績 が 大 き く 上 回 っ た の は 、 入 札 不 調 に よ り 新

シ ステ ムの 今年 度中 の開 発期 間が 短くな った こと 等に よる 。

ま た 、 事 業 費 に つ い て は 、 委 託 業 務 の 効 率 化 を 進 め 、 前 年 度 比 1.4％ 以 上 削 減

す る 計 画 に 対 し 、 実 績 で 13％ の 削 減 を 達 成 し た 。 な お 、 事 業 費 の 削 減 率 の 実 績

が 計 画 を 大 き く 上 回 っ た の は 、 新 規 加 入 の 実 績 が 目 標 値 を 下 回 り （ 22年 度 達 成

率 57.5％ 、 新規 加入 者数 割手 数料 が予 定を 下回っ たこ と等 によ る。）

（ 単位 ：千 円）

22年 度予 算 23年 度予 算 削減 率 23年 度実績 削 減率

一 般管理 費

(人件 費を 除く ) 751,049 711,455 643,953 △ 14.3%△ 5.3％

事 業費 2,132,877 2,068.,106 1,854,729 △ 13.0%△ 3.0％

※ 23年 度 予 算 の 削 減 率 に つ い て は 、 運 営 費 交 付 金 の 算 定 ル ー ル 基 づ く 消 費 者 物 価

指 数 （ △ 1.7％ ） を 反 映 し た 額 で あ り 、 こ れ を 除 け ば 、一 般 管 理 費 （ 人 件 費 を 除

く） は△ 3.3％、 事業 費は △ 1.4％ であ る。

（ 参考 ） （単 位： 千円 ）

22年 度実 績 23年 度実 績 削減 率

一 般管理 費

(人件 費を 除く ) 556,357 643,953 15.7%

事 業費 1,963,176 1,854,729 △ 5.5%

農 地 売 買 貸 借 等 勘 定 に お い て 運 営 費 交 付 金 債 務 の 執 行 率 が ９ ０ ％ 未 満 と な っ

て いる が、 これ は、 委託 費の 執行 が予定 を下 回っ たこ とが 要因 とな って いる 。

な お 、 こ の 要 因 は 不 動 産 鑑 定 委 託 手 数 料 を 要 す る 事 案 が な か っ た こ と 等 で あ

る が 、 貸 付 金 等 債 権 に つ い て 適 切 な 管 理 ・ 回 収 を 行 っ て お り 業 務 へ の 影 響 は な

か った 。

北 海 道 連 絡 事 務 所 の 廃 止 に 伴 う 敷 金 等 全 て の 保 有 資 産 の 見 直 し を 行 い 、 可 能

な もの は全 て国 庫納 付を 実施 した 。

(2) 人件 費の 計画 的削 減

人 件 費 に つ い て は 17年 度 比 ６ ％ 以 上 削 減 す る 計 画 に 対 し 、 実 績 で 15.6％ の 削

減 （ 退 職 手 当 及 び 福 利 厚 生 費 （ 法 定 福 利 費 及 び 法 定 外 福 利 費 ） を 除 く 。 ま た 、

人 事 院 勧 告 を 踏 ま え た 給 与 改 定 部 分 を 除 く ） を 行 っ た 。 な お 、 人 件 費 の 削 減。

率 の 実 績 が 計 画 を 大 き く 上 回 っ た の は 、 こ れ ま で 、 国 家 公 務 員 を 上 回 る 職 員 の

俸 給引 下げ を行 って きた こと 等に よる。

（参 考） （ 単位 ：千 円）

17年 度実 績 23年 度実 績 削減 率

人 件費 754,840 636,739 △ 15.6

第５ 短 期借 入金 の限 度額 第５ 短 期借 入金 の限 度額 第５ 短 期借 入金 の限 度額

１ ２ 億円 １ 運営 費交 付金 の受 入れ の遅 延に よる 実 績な し

（想定 され る理 由） 資 金の 不足 とな る場 合に おけ る短 期借

運営 費交 付金 の受 入れ の遅 延。 入 金の 限度 額は 、２ 億円 とし ます 。

２ 独立 行政 法人 農業 者年 金基 金法 （平

２ 2,704億円 （平 成 20年度 ） 成 14年 法律 第 127号）附 則第 17条 第２ 項

875億 円／ 年（ 平成 21年 度か ら平 の 規定 に基 づく 長期 借入 金に 関し て、

成 24年度 まで ） 一 時的 に調 達が 困難 にな った 場合 等の

（想 定さ れる 理由 ） 短 期借 入金 の限 度額 は、 875億円 とし ま

独 立 行 政 法 人 農 業 者 年 金 基 金 法 す 。
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（ 平 成 14年 法 律 第 127号 ） 附 則 第

17条 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ く 長 期 借

入 金の 一時 的な 調達 困難 。

第 ６ 重 要 な 財 産 を 譲 渡 し 、 又 は 担 保 に 第６ 重 要な 財産 を譲 渡し 、又 は担 保に 第６ 重 要な 財産 を譲 渡し 、又 は担 保に供 しよ うと する とき は、 その 計画

供し よう とす ると きは 、そ の計 画 供し よう とす ると きは 、そ の計 画

千 葉 県 柏 市 に 所 有 す る 職 員 宿 舎 等

に つ い て は 平 成 21年 度 末 ま で に 売 却

する 。

土 地 ： 千 葉 県 柏 市 根 戸 字 高 野 台

471番

69（ 面積 ： 667.64㎡）

建 物： 宿舎 （物 置を 含む ）。

昭和 50年 築

鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 造 陸 屋

根３ 階建

延べ 床面 積 688.8㎡

第 ７ そ の 他 主 務 省 令 で 定 め る 業 務 運 営 第７ そ の他 主務 省令 で定 める 業務 運営 第７ そ の他 主務 省令 で定 める 業務 運営に 関す る事 項

に関 する 事項 に関 する 事項

１ 職 員 の 人 事 に 関 す る 計 画 （ 人 員 及 び １ 職員 の人 事に 関す る計 画 １ 職員 の人 事に 関す る計 画

。）人 件費 の効 率化 に関 する 目標 を含 む

(1) 方針 (1) 方針 (1) 方 針

農 業 者 年 金 事 業 や 資 金 運 用 に 関 す る 農業 者年 金事 業や 資金 運用 に関 する 新 任 職 員 に 対 し 、 農 業 者 年 金 業 務 全 般 に つ い て の 知 識 の 修 得 を 図 る た め の

研 修 等 に よ り 専 門 的 知 識 を 有 す る 人 材 専 門的 研修 によ り人 材の 育成 を図 ると 研 修 を 実 施 す る と と も に 、 年 金 資 産 の 運 用 等 専 分 野 に 特 化 し た 専 門 研 修 を 実

の 育 成 を 図 る と と も に 、 適 正 な 人 員 配 と もに 、人 件費 を抑 制し つつ 効率 的に 施 す る 等 、 人 材 の 育 成 を 図 る と と も に 、 基 金 で 培 っ た 知 識 ・ 経 験 を 業 務 運 営

置 を行 う。 業 務を 実施 する ため 高齢 者継 続雇 用制 に活 かす ため 、定 年退 職者 を非 常勤職 員と して 継続 雇用 とし た。

ま た 、 中 期 目 標 の 期 間 の 終 了 時 ま で 度 を活 用し ます 。

の 人 件 費 の 削 減 計 画 を 達 成 す る た め 、

継 続 雇 用 制 度 の 活 用 等 に よ る 業 務 の 執

行 方法 の見 直し 等に 取り 組む 。

(2) 人員 に係 る指 標 (2) 人員 に関 する 指標 (2) 人 員に 関す る指 標

期 末 の 常 勤 職 員 数 を 期 初 の 91.5％ と 年度 末の 常勤 職員 数を 76人 とし ます 計 画ど おり 年度 末の 常勤 職員 数を 76人と した 。。

す る 。 さ ら に 、 見 直 し に 取 り 組 み 、 極 (参考 )

力 縮減 する よう 努め る。 人件 費総 額見 込み 672百万 円

（ 参考 １）

期初 の常 勤職 員数 82人

期末 の常 勤職 員数 の見 込み 75人

（ 参考 ２）

中 期 目 標 期 間 中 の 人 件 費 総 額 見 込 み

3,603百 万円

２ 積立 金の 処分 に関 する 事項 ２ 積立 金の 処分 に関 する 事項 ２ 積立 金の 処分 に関 する 事項

前期 中期 目標 期間 繰越 積立 金の う 前期 中期 目標 期間 繰越 積立 金の うち 前 期 中 期 目 標 期 間 繰 越 積 立 金 の う ち 、 前 中 期 目 標 期 間 か ら 繰 り 越 し た 貸 付 金、

ち 、 前 期 中 期 目 標 期 間 か ら 繰 り 越 し た 前 期中 期目 標期 間か ら繰 り越 した 貸付 等 債 権 が 当 期 に 償 還 さ れ た こ と に よ る 現 預 金 （ 506百 万 円 ） に つ い て は 、 平 成 23

現 預金 及び 前期 中期 目標 期間 から 繰り 金 等債 権が 当年 度に 償還 され たこ とに 年 度に おけ る旧 年金 給付 費（ 128,606百万 円） 及び 旧年 金給 付のた めの 借入 金に

越 した 貸付 金等 債権 が当 期に 償還 され よ る現 預金 を次 の経 費に 充当 しま す。 か かる 経費 （利 子及 び事 務費 を含 む （ 74,726百万 円 ）の 一部に 充当 し旧 年金。 ）

た こと によ る現 預金 を次 の経 費に 充当 (1) 旧 年金 給付 費 給 付に 寄与 して いる 。

す る。 (2) 旧 年金 給付 のた めの 借入 金に かか

(1) 旧 年金 給付 費 る経 費（ 利子 及び 事務 費を 含む ）。
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(2) 旧 年 金 給 付 の た め の 借 入 金 に か か

る経 費（ 利子 及び 事務 費を 含む ）。

【そ の他 特記 事項 】

東 日本 大震 災の 対応 状況

（１ ）東 日本 大震 災に 係る 「農 業者 年金関 係特 例措 置」 につ いて

１ ． 保 険 料 の 納 付 が 困 難 な 被 災 者 は 、 時 効 が 完 成 す る ２ 年 後 ま で は 保 険 料 納

付 で き る こ と を 周 知 し 、 さ ら に 、 ５ 月 ２ 日 に 公 布 ・ 施 行 さ れ た 、 東 日 本 大

震 災に 対処 する ため の特 別の 財政援 助及 び助 成に 関す る法 律に 基づ き、

① 保 険 料 の 納 付 が 困 難 な 被 災 者 は 、 農 業 者 年 金 の 保 険 料 の 免 除 を 受 け る こ

とが でき る、

② 免除 を受 けた 保険 料は 追納 するこ とが でき る、

③ 保 険 料 免 除 期 間 は 特 例 付 加 年 金 の 受 給 資 格 期 間 （ ２ ０ 年 間 ） に カ ラ 期 間

とし て通 算す るこ とが でき る、

と いう 措置 の活 用を 周知 した 。

２ ． 特 例 法 に 基 づ き 、 行 方 不 明 者 の 生 死 が ３ ヵ 月 判 ら な い 場 合 に は 、 死 亡 一

時 金を 支払 いで きる こと を周 知した 。

３ ． 年 金 の 裁 定 請 求 書 等 の 各 種 申 請 書 に つ い て は 、 期 限 内 に 到 着 し な く て も

弾 力 的 に 対 応 す る と と も に 、 被 災 者 の 住 所 で は な い 避 難 先 の 農 業 委 員 会 や

農 協に おい て、 対応 でき るよ う措置 した 。

４ ． 保 険 料 の 免 除 、 死 亡 一 時 金 の 支 給 等 の 特 例 措 置 、 各 種 届 出 へ の 弾 力 的 対

応 が被 災者 の方 々に 十分 伝わ るよう 、

・ 全 国 の 農 業 委 員 会 、 農 協 に お け る 、 特 例 措 置 の パ ン フ レ ッ ト 配 布 、 避 難

所へ の掲 示

・ 特 例 措 置 の 地 元 農 業 関 係 新 聞 で の Ｐ Ｒ 、 基 金 ホ ー ム ペ ー ジ へ の 掲 載 、 被

災者 相談 用フ リー ダイ ヤル の設置

な どの 対応 を行 った 。

再掲

主な 特例 措置 等の 対応 状況 （平 成 24年 3月末 現在 ）

（ １）特 例措 置法 に基 づく 措置

（ア） 保険 料の 免除 １ ８件

（イ） 行方 不明 者の 死亡 推定 ０件

（ ２）基 金運 用上 の措 置

（ア） 保険 料の 返還 ８ 件

（イ） 現況 届の 特例

岩 手 県 、 宮 城 県 、 福 島 県 の 35市 町 村 に つ い て は 、 平 成 23年 度 の 発 送 及

び 受 付 を 中 止 す る と と も に 、 発 送 済 み の 福 島 県 2市 1町 に つ い て も 現 況 届

の 受付 を中 止し た （ 計 38市町 村 14千人 ）。


